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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第71期 第72期 第73期 第74期 第75期

決算年月 2022年６月 2023年６月 2024年６月 2025年６月 2026年６月

売上高 (千円) 5,302,953 5,365,006 4,967,499 5,053,326 5,294,932

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 125,908 194,411 41,953 △26,263 392,379

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失(△)

(千円) 161,802 221,435 △377,470 2,891 382,934

包括利益 (千円) 132,082 251,108 △343,970 9,307 450,890

純資産額 (千円) 5,435,652 5,653,592 5,276,190 5,252,204 5,669,887

総資産額 (千円) 9,785,765 9,935,537 8,886,714 8,676,982 8,272,071

１株当たり純資産額 (円) 3,282.42 3,414.14 3,186.61 3,172.30 3,424.69

１株当たり当期純利益
又は１株当たり
当期純損失(△)

(円) 97.71 133.72 △227.97 1.75 231.29

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) - - - - -

自己資本比率 (％) 55.5 56.9 59.4 60.5 68.5

自己資本利益率 (％) 3.00 3.99 - 0.05 7.01

株価収益率 (倍) 8.73 7.63 - 1,051.21 7.70

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 416,393 665,078 826,070 698,367 828,693

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △462,000 △375,139 △222,288 97,087 △796,273

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △155,710 △202,194 △423,929 △574,316 △431,511

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 2,439,965 2,527,710 2,707,562 2,928,701 2,529,610

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
277 263 247 244 251

(90) (85) (78) (88) (93)
 

(注) １．第71期、第72期、第74期及び第75期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。

２．第73期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため、記載しておりません。

３．第73期の自己資本利益率については、当期純損失であるため、記載しておりません。

４．第73期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第71期 第72期 第73期 第74期 第75期

決算年月 2022年６月 2023年６月 2024年６月 2025年６月 2026年６月

売上高 (千円) 4,168,191 4,094,935 3,800,921 3,817,519 3,939,581

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 121,438 164,365 41,751 △51,296 317,109

当期純利益又は当期純
損失(△)

(千円) 167,975 201,534 △373,206 △11,015 323,811

資本金 (千円) 878,363 878,363 878,363 878,363 878,363

発行済株式総数 (株) 1,660,000 1,660,000 1,660,000 1,660,000 1,660,000

純資産額 (千円) 5,650,196 5,848,236 5,475,097 5,437,204 5,795,764

総資産額 (千円) 9,750,589 9,892,186 8,915,043 8,660,167 8,121,081

１株当たり純資産額 (円) 3,411.98 3,531.68 3,306.74 3,284.03 3,500.72

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
20.00 20.00 20.00 20.00 20.00

(-) (-) (-) (-) (-)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失(△)

(円) 101.44 121.70 △225.39 △6.65 195.58

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) - - - - -

自己資本比率 (％) 57.9 59.1 61.4 62.8 71.4

自己資本利益率 (％) 3.00 3.51 - - 5.77

株価収益率 (倍) 8.41 8.38 - - 9.10

配当性向 (％) 19.7 16.4 - - 10.2

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
203 192 185 173 181

(79) (73) (63) (70) (74)

株主総利回り (％) 87.9 106.7 193.0 193.0 189.3
(比較指標：配当込み
TOPIX)

(％) (98.6) (123.9) (155.6) (162.0) (232.1)

最高株価 (円) 1,019 1,020 1,980 2,912 2,866

最低株価 (円) 787 820 1,000 1,669 1,563
 

(注) １．第71期、第72期及び第75期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

２．第73期及び第74期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３．第73期及び第74期の自己資本利益率については、当期純損失であるため、記載しておりません。

４．第73期及び第74期の株価収益率及び配当性向については、１株当たり当期純損失であるため、記載しており

ません。

５．最高・最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）、2022年４月４日

以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。
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２ 【沿革】
 

年月 事項

1951年８月 個人事業大同熱処理工業所を母体に発展させ、東京都大田区雪ヶ谷に大屋熱処理株式会社(現：
株式会社オーネックス)を設立、東京都大田区仲池上で操業を開始

1953年４月 高周波焼入れ部門の操業を開始

1958年12月 浸炭焼入れ方法を固形浸炭方法から、ガスを用いるガス浸炭方法への転換を始める(1965年10月
には完全に転換)

1967年６月 神奈川県厚木市の内陸工業団地に工場用地取得

1968年４月 厚木工場操業開始

1969年９月 騎西工場操業開始

1971年４月 金属熱処理の技術の研究・開発のため研究室を設置(現：技術研究所)

1972年１月 大屋運輸株式会社(現：株式会社オーネックスライン)設立

1973年12月 山口県厚狭郡山陽町(現：山陽小野田市)に工場用地取得

1974年９月 厚木工場に軽合金課を設置し、非鉄金属の熱処理を開始

1976年９月 山口工場操業開始

1976年10月 本店を神奈川県厚木市上依知字上ノ原3012番地３に移転

1978年６月 大屋技研株式会社(現：株式会社オーネックスエンジニアリング)設立

1978年12月 埼玉県東松山市の東松山工業団地に工場用地取得

1980年７月 東松山工業団地に騎西工場の設備(高周波部門を除く)を移転すると共に、新たな設備も設置して
東松山工場の操業開始

1984年８月 山陽大屋熱処理株式会社(現：株式会社オーネックス山口工場)を設立

1985年12月 厚木工場が工業標準化法に基づく日本工業規格(ＪＩＳ)許可工場となる

1986年１月 長野県上田市の塩田工業団地に用地取得

1986年12月 東松山工場が工業標準化法に基づく日本工業規格(ＪＩＳ)許可工場となる

1987年11月 信濃冶金化学株式会社を買収し、社名を長野大屋熱処理株式会社(現：株式会社オーネックス長
野工場)とする

1989年８月 騎西工場の高周波部門を東松山工場に統合し、騎西工場を閉鎖

1991年６月 ＣＩをグループ全体で実施し、社名を株式会社オーネックスとする

1991年10月 株式会社オーネックス長野を長野県上田市の塩田工業団地に移転

1997年２月 日本証券業協会に株式を登録

1998年10月 株式会社オーネックス山口の山口工場がＩＳＯ９００１の認証を取得

2000年３月 株式会社オーネックス長野を解散・清算し、新たに長野工場とする

2000年８月 東松山工場がＩＳＯ９００１の認証を取得

2000年12月 厚木工場がＩＳＯ９００１の認証を取得

2004年１月 株式会社オーネックス山口を吸収合併し、山口工場とする

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

2005年４月 厚木工場がＩＳＯ１４００１の認証を取得

2005年９月 東松山工場がＩＳＯ１４００１の認証を取得

2006年４月 長野工場がＩＳＯ９００１の認証を取得

2006年７月 山口県山陽小野田市の新山野井工業団地に用地取得

2007年２月 山口第二工場操業開始

2010年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(現東京
証券取引所ＪＡＳＤＡＱスタンダード)に上場

2013年１月 株式会社オーネックスエンジニアリング解散

2014年５月 株式会社オーネックステックセンターを設立

2015年12月 株式会社オーネックステックセンター三重工場操業開始及び株式会社オーネックス三重営業所開
設(三重県亀山市　亀山・関テクノヒルズ工業団地)

2016年３月 株式会社オーネックスライン三重営業所開設(同上)

2017年12月 本社機能の一部を東京都町田市森野一丁目７番23号に移転

2019年９月 本店を東京都町田市森野一丁目７番23号に移転

2021年３月 長野工場閉鎖

2022年４月 東京証券取引所の市場区分変更によりスタンダード市場に移行

2025年６月 山口第二工場閉鎖

2026年３月 本店を東京都港区芝五丁目29番18号に移転
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、株式会社オーネックス(以下、「当社」という。)及び連結子会社２社

により構成されており、金属熱処理加工事業及び運送事業を営んでおります。

事業内容と当社グループ各社の当該事業にかかる位置付けは、次のとおりであります。

なお、次の２事業は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメン

トの区分と同一であります。

［金属熱処理加工事業］

当社及び株式会社オーネックステックセンターが金属熱処理加工事業を営んでおります。

［運送事業］

株式会社オーネックスラインが一般貨物運送業の認可を受けて営んでおります。当社及び株式会社オーネックス

テックセンターは同社へ、取引先との熱処理製品等の運送を委託しております。

 
以上記述した事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

㈱オーネックスライン
(注)２

神奈川県厚木市 50,000 運送事業 100.0
荷造運送の一部を委託して
いる。
役員の兼任３名。

(連結子会社)      

㈱オーネックステックセン
ター
(注)３

東京都港区 95,000
金属熱処理加
工事業

100.0
熱処理加工の一部を受託、
委託している。
役員の兼任４名。

 

(注) １．連結子会社の「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．㈱オーネックスラインについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合

が10％を超えておりますが、セグメントの運送事業売上高に占める当該連結子会社の売上高(セグメント間

の内部売上高又は振替高を含む)の割合が90％を超えるため、主要な損益情報等の記載を省略しておりま

す。

３．特定子会社に該当しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

   文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 会社の経営の基本方針（経営理念）

当社グループの全従業員が共有し、進むべきベクトルを合わせるため、「人間性の尊重」、「品質の追求」、

「社会への貢献」、「夢のある職場」からなる経営理念（社是）を定め、株主をはじめとするすべてのステーク

ホルダーから評価される経営を行い、持続的に企業価値の向上を図ることを目指しています。

 
(2) 経営戦略及び経営方針

①　経営戦略

１．熱処理技術力の向上と新しい熱処理技術への取組み

２．環境の変化に対応した柔軟な事業展開

３．顧客志向を徹底した提案型営業

４．ITを活用したワークスタイルの変革

５．人材の育成

当社は、この５項目を経営戦略の柱とし、その実現のために、当期の情勢を見据え以下の「オーネックス方

針」を掲げ、社会に一層貢献できる企業価値の高い会社の実現を目指していきます。

②　経営方針

１．法令遵守の徹底

法令を遵守することで社内外の法的トラブル等を回避し、オーネックス・グループ企業行動憲章及びコー

ポレートガバナンスを踏まえ経営リスクを軽減する。

２．安全の確保と品質の探求

安全を最優先することを基本理念とし、信頼される製品を提供するため、「技術のオーネックス」とし

て、品質の向上に対して自らの知識と技術力を向上させる。

３．人員の確保と育成

労働人口の内訳が変化するなか、人員（人手・人材）の確保と育成は今後の重要な課題であり、採用活動

の強化とともに、育成、配置、評価等の一連の流れを適切にコントロールできる「人材育成システム」を再

整備する。

４．強固な収益性の確立

営業力を強化し、受注の拡大を実現する。生産効率化推進委員会を設置して、各処理工程における問題

点・課題を明確にし、生産工程を更に効率化し、生産性及び収益力を向上させる。
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(3) 経営環境及び対処すべき課題等

今後の経済の見通しにつきましては、長期化するロシアのウクライナ侵攻、加えてイスラエル・アメリカとイ

ランの紛争など地政学リスクの高まりや中国経済の停滞長期化、米国の通商政策の影響などがリスク要因として

挙げられます。国内では、エネルギー価格や原材料価格の高騰、円安による輸入物価の上昇が見込まれることに

加えて国内の人口は減少の一途であり、今後、生産年齢人口も同様に減少し人手不足が懸念されます。

エネルギー・原材料価格の高騰に対しては、コスト削減のため電力の契約プランの見直しや設備の機械化・自

動化を検討し、金属熱処理炉の効率的な稼働を行うことなど生産の効率化を図りながら収益体質の強化を図ってま

いります。また、人手不足などに備えるため、各部門において到達すべき基準や目標とする基準を定量化し、各従

業員が他部門の業務においても基準を認識して効率的に担えるようにします。そして、採用についても縁故募集や

再雇用を奨励しつつ、人材確保・育成を重要課題と位置付け、働きやすい環境整備と次世代の人材育成強化を図っ

てまいります。

各工場につきましては、生産工程の効率化を推進するために全工場横断的にプロジェクトを組み更なる改善を

図ってまいります。また、売上高向上のために営業担当の人材を増やし課題の一つとしておりました、営業エリア

の拡大・拡充を目指してまいります。

子会社の株式会社オーネックステックセンターは、営業部門と工場部門が一体となって提案型の営業に取り組

み、営業エリアの拡大・拡充を推進してまいります。

子会社の株式会社オーネックスラインは、ドライバーの職場環境の改善や雇用条件の改定など福利厚生の向上

を図り、引き続きドライバーの確保と受注増を目指します。

当社グループは、さまざまな情勢の変化に遅滞なく対応できるように、先行した改革・改善を着実に進めてい

き、グループの総力を結集し、業績の向上に努めてまいります。

 
①（金属熱処理加工事業）

ウクライナ戦争や中東情勢の不安定な状況の長期化や米国の金融政策や関税政策などは世界経済に与える影響

が大きく、製造業の需要に大きく依存している金属熱処理加工事業界においては、主力取引業界である産業工作

機械関連は好調だったものの、自動車部品関連、建設機械関連の受注はやや低調に推移しました。今後は、地政

学的リスクや装置産業という観点から、メーカーの熱処理外製化による受注獲得の機会が拡大することが期待さ

れます。

各国は、環境規制強化やカーボンニュートラルへの取り組みは継続しており、金属熱処理業界も対応を迫られ

ることとなりますが、当社は山口工場と子会社である株式会社オーネックステックセンターの２工場において自

家消費型太陽光発電システムを設置しております。今後他工場においてもペロブスカイト太陽電池など技術の進

展に注視し導入の検討を行い、加えてカーボンニュートラルへ寄与できる熱処理設備の導入も検討してまいりま

す。

そして、ロボットや産業機械関連の世界市場は拡大することが予想されていますので、市場シェアの高い近

畿・東海エリアをカバーする株式会社オーネックステックセンター(三重県亀山市)を成長戦略の柱として、営業

基盤の拡充を更に推進してまいります。

 
②（運送事業）

運送事業におきましては、労働時間規制、いわゆる「2024年問題」に伴うドライバー不足や高齢化への対応が

課題となっています。また、物価上昇や需要の減少に対応するため、価格転嫁及び取引の適正化を図る必要があ

ります。さらにエネルギー価格の高騰においては物流の効率化が課題として挙げられます。

このような状況に対応すべく、株式会社オーネックステックセンターの工場敷地内へ休憩所を設置し休養を取

れる態勢を整えたり、安定した福利厚生や雇用条件の改定などを行っております。また、15トンの低床型平ボ

ディトラックを保有し他社との差別化により受注獲得を推進します。そして、引き続き運行管理の徹底、配車の

効率化及びエコドライブによる燃費の削減に努め、法に則った従業員の労働安全管理にも留意し、「強固な収益

体質の確立」を推進してまいります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取り組みは、次のとおりであります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 
(1)　ガバナンス

当社グループは、オーネックスグループ企業行動憲章を基軸とし、サステナビリティ課題に取り組んでいます。

企業行動憲章では、企業理念実践のために、すべての企業活動において遵守すべき行動原則を定めています。各原

則に基づき、法令およびルールなどを遵守し、高い倫理観と社会的良識をもって行動することで、多様な社会から

の要請・期待に積極的に応え、企業価値の向上を図り、社会的責任（CSR）を果たし、持続可能な社会の実現に貢献

することを宣言しています。

コンプライアンス・リスク管理委員会が、「オーネックスグループ全部門へ適用する体制」のもとで、関係する

部署・グループ会社と連携し、環境経営をはじめとしたサステナビリティ活動を推進しています。

活動の推進にあたっては、多様なステークホルダーとの積極的なコミュニケーションを通じて得た当社グループ

に対する評価を真摯に受け止め、グループ内の事業活動において、この評価に応え得る取り組みを促します。ま

た、さまざまなステークホルダーが、それらの活動を正しく評価できるように積極的に開示しています。

 
(2)　リスク管理

当社グループは、リスク管理への対応として、「リスク管理規程」を定めており、各種経営諸問題に対応するた

め年４回を基本として、「コンプライアンス・リスク管理委員会」を開催しております。

その中でサステナビリティ関連のリスクとして環境・安全関連法への対応、人権に関する事項、自然災害への

対応などについて識別あるいは評価し、対応策を検討し決定しています。

また、取締役は重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、直ちに監査等

委員会及びコンプライアンス・リスク管理責任者（代表取締役）に報告するものとし、遅滞なく取締役会において

報告することとしております。

 
(3)　戦略

人材の育成及び人材戦略、社内環境整備に関する方針

＜人材育成方針＞

　変化を求められる経営環境の中、「時勢変化に即応」していくためには、この変化に柔軟に対応できる社員

を育成する必要があると当社は考えております。

　そのために必要な人材の育成項目は以下の４つを柱としております。

１．意識

自分の意見を持ち、意思を通す

従業員の専門性向上とキャリア形成を支援するため、資格取得を促進し、有資格者の拡大を通じて

組織全体の人材力向上を図ります。

２．意欲

イノベーションを実行する人物

社内外の研修への積極的な参加を促進し、専門知識・業務スキルの向上を通じて組織全体の生産性と

競争力の強化を図ります。

３．能力

リーダーシップのある人物

持続的な成長を支える人材基盤の構築に向けて、女性管理職の計画的な育成・登用を進めるとともに

管理職経験者の中途採用を通じてマネジメント人材の確保を図ります。

４．行動

長期的な展望を持ち、変化に素早く対応

従業員がより高い付加価値業務に注力できる環境を整備するため、業務プロセスの可視化・見直しを

進め、非管理職の長時間労働の抑制と生産性向上を図ります。

 
＜人材獲得＞

　人材の獲得は、持続的な価値創出活動の及び高度化及び安定化を支える重要な経営活動と認識しております。
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特に専門人材を中心に採用競争が激化する中、専門性や多様性を備えた人材の確保に取り組んでおります。

そのため、各事業・職種に求める人材像の明確化を進めるとともに、技術系学生を中心としたインターシップの

実施等を通じて、当社事業や職種への理解を深める機会を提供しております。

引き続き、適時・適材・適所での人材確保を推進し、事業環境や事業戦略に応じた人材の充足を図ってまいり

ます。

 
＜社内環境整備方針＞

　オーネックスグループは、人の安全、健康の確保を最優先課題とします。

特にハラスメント等については人権の侵害、環境を害する行為であるため、一切これを禁じております。

これを防止するために「ハラスメント防止委員会」を設置し、被害者の救済と再発防止に向けた処置を行う

方針であります。

 
(4) 人材の育成及び社内環境整備に関する方針に関する指標の内容並びに当該指標を用いた「指標及び目標」

　当社では、上記「（3）戦略」において記載した、「人材戦略の４つの柱」について、次の指標を用いておりま

す。　当該指標及び実績は、次のとおりであります。

 
区分 指標 目標（2027年度迄） 実績

意識 資格手当取得者（*） 160名 148名

意欲 研修投資額（*） 750万円 444万円

能力 女性管理職比率（*） 5% 4%

能力 中途採用者の管理職比率（*） 25% 15%

行動 非管理職の残業時間 7H 11H
 

（*）連結グループにおける主要な事業を営む提出会社のものを記載しております。

 

３ 【事業等のリスク】

当社グループの事業展開、経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性がある主なリスクには以下のようなも

のがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断し

たものであります。

 
(1) 市場、事業環境に関するリスク

①　金属熱処理加工事業市場の変動

当社グループの売上は産業工作機械、自動車、建設機械部品関連が大きな割合を占めており、原材料・エネル

ギー価格の高騰、半導体等の長期化する部品の供給不足が継続し景気の下振れが継続すれば、マーケット環境に

大きな変化が生じ事業に大きな影響を受ける可能性があります。需要の裾野の広い一般産業機械分野向けの比率

を高め、依存度の高い分野の需要の下方変動による影響の緩和を図っておりますが、高依存度の特定産業分野に

おける需要の縮小は、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があり

ます。

②　熱処理設備の老朽化・更新投資に関するリスク

使用している各熱処理炉や油槽などは寿命が長いものの、故障時の復旧費用が高額となる可能性があります。

また、制御装置（温度調節計・PLC）の電子部品が製造終了となる可能性もあります。

認証炉の設備等が停止した場合は、操業を停止せざるを得ない状況にもなります。各設備の保守には細心の注

意を払っておりますが、突発的な故障が発生し長期化した場合は、当社グループの財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。

③　熱処理作業特有の安全衛生に関するリスク

熱処理作業中の高温物との接触災害や重量物搬送による挟まれ事故や焼入れ油の発火・爆発といった熱処理事

業固有の危険性があります。高温物との接触災害については、耐熱手袋や耐熱前掛け、フェイスシールドを必ず

着用しています。また、重量物搬送による挟まれ事故については、重量物取り扱い教育の実施や二次被害の軽減

のための安全装備の着用を徹底するようにしていますが、熱処理作業に伴う労働災害が発生した場合は、従業員
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を危険にさらし、製品の品質を落とすことにもなり、事業に影響を及ぼす可能性があります。

④　製品の品質

当社グループは、技術を磨き「品質の追求」をモットーにしており、適切な品質管理のもと製品作りに励んで

おりますが、熱処理加工の欠陥に起因した大規模な損害賠償請求等が発生し、保険金で補填できない場合には、

当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。また、熟練技能

者不足は品質のばらつきリスクを高める可能性があります。

⑤　人手・人材不足

我が国の人口減少と少子高齢化による生産年齢の人口減少は、人員の確保と育成が今後の重要な課題でありま

す。採用については縁故募集や再雇用を奨励しつつ、生産性の向上等に努めております。ただし、当社グループ

の事業部門は厳しい環境下における作業が多く人手・人材の確保を継続できなければ、当社グループの財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があり、事業に大きな影響を受ける可能性がありま

す。

⑥　運送事業市場の変動

物流業界においては、2024年問題を解決するためにトラックドライバーの働き方改革を実現し賃金水準も引き

上げなければ、ドライバー不足が加速する可能性があります。また、原材料・エネルギー価格の高騰、半導体等

の長期化する部品の供給不足が継続し、景気の下振れなどにより、日本を含む世界各国における生産活動の低迷

は、生産関連貨物及び消費関連貨物ともに貨物輸送需要が低調に推移する可能性があり、当社グループの財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。

⑦　運送事業における法規制に関するリスク

貨物自動車運送事業法、労働基準法、道路交通法、環境規制などが強化されていくなか、当社グループは、こ

れらの関係法令を遵守するための管理体制を整備・運用しております。また交通事故や荷物事故、労働災害が生

起する可能性があります。法令違反や諸事故を起こした際の行政処分等は事業に大きな影響を及ぼす可能性があ

ります。

⑧　労使関係及び労働環境

当社グループでは安定した労使関係の構築に努めております。労使協議会を定期的に開催し、職場環境、労働

条件の改善について協議しており、労使関係の悪化による事業リスクは少ないと考えております。また、安全で

働きやすい職場環境作りを目指して取り組んでおりますが、設備の不具合、作業手順の不遵守等により、労働災

害が発生する可能性があります。特に重大な労働災害が発生した場合には、事業に影響を及ぼす可能性がありま

す。

⑨　ＩＴ化

当社グループは、生産管理システムや社内ネットワークシステム等を導入し、業務運営のオンライン化、シス

テム化を推進し、バックアップ体制も整えております。ただし、これらのシステムやネットワークに大規模な障

害が発生し、復旧に長時間を要するような場合、生産活動等に支障をきたし、当社グループの事業に影響を及ぼ

す可能性があります。

⑩　情報セキュリティ

当社グループでは、事業遂行に関連し重要情報を入手することがあり、これらの情報の外部への流出防止・目

的外の流用等が起こらないよう徹底を図っております。ただし、予期せぬ事態により流出する可能性は皆無では

なく、このような事態が生じた場合、社会的信用の失墜やその対応のための多額の費用負担が発生し、当社グ

ループの事業に影響を及ぼす可能性があります。

 
(2) 金融、経済に関するリスク

①　原材料価格

原材料価格の上昇に対応するため、生産性向上による原価低減、経費削減及び熱処理単価の見直し等の対策を

講じてまいりますが、想定以上に原材料価格が継続上昇し、価格転嫁等の対応が遅れた場合には、当社グループ

の収益性に影響を与える可能性があります。

②　電力費

電力費の上昇に対応するため、稼働最適化などの運用改善や契約の見直し、補助金の活用などの対策を講じて

いますが、想定以上に電力費が高騰し、価格転嫁等の対応が遅れた場合には、当社グループの収益性に影響を与

える可能性があります。

③　与信管理

当社グループは、特に事業の継続性が不安定な取引先に依存していることはありません。また取引先の与信管
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理については、社内外において情報収集に努め、細心の注意を払っておりますが、感染症の拡大等に伴う急激な

景況の変動によっては、取引先の倒産や経営不安等により債権回収に支障が生じ、当社グループの財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。

④　金利の変動

当社グループは、有利子負債の削減を軸に財務体質の強化に努めておりますが、金利上昇は支払利息の増加を

招き、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。

⑤　資産価値の変動

経済情勢などから、土地や有価証券など、当社グループが保有する資産価値が下落することにより、評価損が

発生する恐れがあるなど、資産価値の変動が当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響

を及ぼす可能性があります。

⑥ 退職給付債務

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度等の年金制度及び退職一時金制度を

設けております。当社の退職給付費用及び債務は、割引率等の前提条件に基づいて算出されております。

したがって、その前提条件の変更や年金資産の運用成績の悪化、会計基準の変更等があった場合、当社グルー

プの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。

 
(3) 法令、災害等に関するリスク

①　コンプライアンス

当社グループでは、グループ企業行動憲章を制定し、法令遵守の徹底を図っておりますが、法令違反が発生

し、それに伴い社会的信用が失墜し、また経済的制裁を受ける等コンプライアンス上のリスクを完全に回避でき

ない可能性があり、各種法令に抵触する事態が生起した場合、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。

②　環境規制

当社グループの熱処理加工拠点及び運送事業においては、環境に関する規制を遵守しております。地球規模の

環境問題は深刻化しており、温室効果ガスの排出規制やCO2排出量削減等の規制は改正・強化される傾向にあり、

規制を遵守するための費用は、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能

性があります。

③　危険物取扱に関する規制強化

焼入れ油・可燃性液体の保管量が増加した場合、消防法上の規制強化や設備更新への対応に伴い、追加投資が

必要となる可能性があり、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性が

あります。

④　情報開示及び株主利益

当社グループは適時開示に関する運用体制を整備し、会社情報の公正かつ適時適切な開示及び財務報告の信頼

性の確保に努めておりますが、法令・通達等の制定・変更あるいは証券取引所ルールの改定等、状況変化への適

切な対応や財務報告に関連する業務プロセスの検証が十分でない場合、金融商品取引法に基づく財務報告に係る

内部統制の有効性の評価において、開示すべき重要な不備が識別される可能性も無いとは言えません。その場

合、情報開示の適切性を欠き、市場での株主価値の下落並びに株主にとっての不利益を招く可能性があります。

⑤ 自然災害等

当社グループ及び当社グループ取引先の事業拠点が地震、洪水、火災、雪害等の災害などにより、物的・人的

被害を受けた場合、当社グループは、危機対策本部を設置し対処・対応いたしますが、災害の規模が甚大な場

合、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。

 ⑥　感染症に関するリスク

新型コロナウイルス感染症の再拡大やその他の新たな感染症の発生は事業継続が困難になる可能性がありま

す。このような状況のもと、事業継続策のひとつとして人材の確保及び人材育成として多能工化による適切な人

員配置等により、リスク回避を推進してまいります。ただし、更なる感染症が生起し長期化した場合、顧客から

の受注が減少すると人件費等の固定費の負担が大きくなり、あるいは設備投資資金の回収が遅れたりした場合、

当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における当社グループ(当社及び連結子会社)の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の概要は次のとおりであります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社

グループが判断したものであります。

 
(1) 経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、中東情勢、米国の通商政策、ウクライナ情勢及び日中関係の悪化といった

地政学的リスクを背景に、とりわけ原油供給の不安定化から経済活動の停滞リスクが高まり、引き続く国内の物価や

長期金利の上昇、各国の政策金利の見直しに伴う為替相場の変動を受けて景気の下振れを懸念するなど、景気の先行

きは依然として不透明な状況であります。

このような経済状況の下で当社グループは、営業活動に力点を置くため営業本部を設置し、既存取引先はもちろん

新規取引先の取り込みに注力し、厚木工場及び東松山工場の一体化運営も継続してまいりました。また、子会社の株

式会社オーネックステックセンターも営業部門と工場部門が一体となった営業活動を行い、新規取引先の獲得へ繋が

りました。

主力取引業界である自動車関連、建設機械関連の受注は減少したものの産業工作機械関連は増加しました。経費面

では、エネルギー価格は前期並みでしたが、原材料価格が下期後半から増加したため単価アップの交渉を行った結

果、前期と比較して増益となりました。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高5,294百万円(前期比4.8％増)、営業利益371百万円(前期は営業損失47

百万円)、経常利益392百万円(前期は経常損失26百万円)となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益382

百万円(前期は親会社株主に帰属する当期純利益２百万円)となりました。

 
　　 セグメントの業績は次のとおりであります。

（金属熱処理加工事業）（株式会社オーネックス、株式会社オーネックステックセンター）

金属熱処理加工事業につきましては、主力取引業界である自動車関連、建設機械関連の受注は減少したものの産業

工作機械関連は増加しました。経費面では、エネルギー価格は前期並みでしたが、原材料価格が下期後半から増加し

たため単価アップの交渉を行った結果、前期と比較して増益となりました。

この結果、売上高は前期比で増収となり、セグメント利益も増益となりました。また、株式会社オーネックス

テックセンターの売上高は、前期比で増収となり、営業利益、経常利益ともに増益となりました。

売上高4,680百万円(前期比5.2％増)、セグメント利益320百万円(前期はセグメント損失102百万円)となりました。

（運送事業)(株式会社オーネックスライン)

運送事業につきまして、売上高は受注が伸びたため増収となりましたが、燃料費の高騰や人件費の上昇などによ

り、営業利益、経常利益は減益となりました。

売上高614百万円(前期比2.0％増)、セグメント利益30百万円(前期比9.8％減)となりました。

 
(2) 財政状態の状況

 (資産)

当連結会計年度末における流動資産は4,064百万円となり、前連結会計年度末に比べ530百万円減少いたしまし

た。これは主に電子記録債権が226百万円、受取手形及び売掛金が170百万円、現金及び預金が99百万円減少したこ

となどによるものであります。

固定資産は4,207百万円となり、前連結会計年度末に比べ125百万円増加いたしました。これは無形固定資産が10

百万円減少したものの、投資その他の資産合計が107百万円、有形固定資産合計が28百万円増加したことによるもの

であります。

この結果、総資産は8,272百万円となり、前連結会計年度末に比べ404百万円減少いたしました。
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 (負債)

当連結会計年度末における流動負債は1,479百万円となり、前連結会計年度末と比べ298百万円減少いたしまし

た。これは支払手形及び買掛金が34百万円増加したものの、電子記録債務が191百万円、流動負債のその他が59百万

円、未払金が58百万円減少したことなどによるものであります。

固定負債は1,122百万円となり、前連結会計年度末と比べ523百万円減少いたしました。 これはリース債務が29百

万円、固定負債のその他が24百万円増加したものの、長期借入金が317百万円、退職給付に係る負債が267百万円減

少したことなどによるものであります。

この結果、負債合計は2,602百万円となり、前連結会計年度末に比べ822百万円減少いたしました。

 
 (純資産)

当連結会計年度末における純資産合計は5,669百万円となり、前連結会計年度末と比較して417百万円増加いたし

ました。これは主に利益剰余金が349百万円、その他有価証券評価差額金が67百万円増加したことなどによるもので

あります。

この結果自己資本比率は68.5％(前連結会計年度末は60.5％)となりました。

 
(3) 当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動により得られたキャッシュ・フロー828百万円と投資活

動により支出したキャッシュ・フロー796百万円、また財務活動により支出したキャッシュ・フロー431百万円によ

り、前連結会計年度末に比べ399百万円減少し、当連結会計年度末には2,529百万円となりました。当連結会計年度

における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は828百万円（前期は698百万円の獲得）となりました。これは主に退職給付に係

る負債の減少が267百万円、仕入債務の減少157百万円あったものの、減価償却費が401百万円、売上債権の減少が

396百万円、税金等調整前当期純利益が383百万円、その他の流動負債の増加が43百万円あったことなどによるも

のであります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果支出した資金は796百万円(前期は97百万円の獲得)となりました。これは主に有形固定資産の取

得による支出が476百万円、定期預金の預入による支出が310百万円あったことなどによるものであります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果支出した資金は431百万円(前期は574百万円の支出)となりました。これは主に長期借入れによ

る収入が380百万円あったものの、長期借入金の返済による支出が735百万円、リース債務の返済による支出が42

百万円、配当金の支払額が33百万円あったことなどによるものであります。

 
(4) 資本の財源及び資金の流動性

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、売上原価、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。

投資を目的とした資金需要は、設備投資等によるものであります。また、運転資金及び設備投資資金の調達につ

きましては、必要に応じ主に金融機関からの長期借入としております。
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 (5)　生産、受注及び販売の実績

 
イ． 生産実績

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

前期比(％)

金属熱処理加工事業(千円) 3,365,762 92.5
 

(注) １．金額は製造原価によっております。

２．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

 

ロ． 受注実績

当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

金属熱処理加工事業 4,720,085 104.2 135,753 93.3
 

(注)　金額は販売価額によっております。

 

ハ． 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

前期比(％)

金属熱処理加工事業(千円) 4,680,039 105.2

運送事業(千円) 614,892 102.0

合計(千円) 5,294,932 104.8
 

(注)　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

 

(6)　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づいて作成されてお

ります。連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表

等　(1) 連結財務諸表 注記事項　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご参照願います。連結財

務諸表の作成にあたっては、報告期間の期末日における資産・負債の計上、期中の収益・費用の計上を行うため、

必要に応じて会計上の見積り及び仮定を用いております。この会計上の見積り及び仮定は、その性質上不確実であ

り、実際の結果と異なる可能性があります。
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（繰延税金資産の回収可能性）

　　　当社グループは、将来減算一時差異の解消見込み額について、収益力やタックス・プランニングに基づく一時差

　　異等加減算前課税所得が十分に確保できることを前提に、繰延税金資産を慎重に計上しております。

　　　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに左右されるため、その見積りの前提とした条件や仮定に

　　変更が生じた場合、繰延税金資産の修正を行うため、将来の税金費用に影響を与える可能性があります。

 
（固定資産の減損）

　　　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループ

　　から得られる割引前将来キャッシュ・フローを見積り、見積られた割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価

　　額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

　　　減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定にあたっては、慎重に検討しておりますが、事業計画や経営環境等

　　の諸前提の変化により、固定資産の減損損失を計上し、当社グループの業績を悪化させる可能性があります。

 

 (7)　経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標として、連結業績予想を用いております。2027年６月期

の連結売上高を5,656百万円、利益面では、同営業利益260百万円、同経常利益266百万円、親会社株主に帰属する

当期純利益215百万円を客観的な指標の一つとしております。

 
　2027年6月期連結業績予想

 売上高

 
百万円

営業利益

 
百万円

経常利益

 
百万円

親会社株主に帰属

する当期純利益

百万円

2027年6月期予想 5,656 260 266 215

増減率(％) 6.8 △29.9 △32.1 △43.8
 

 
５ 【重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

当社グループの金属熱処理加工事業は、技術研究所を中心に新しい熱処理技術の調査研究を継続しております。そ

れと共に、多様化・高度化する取引先の要望に対応し提案する技術開発を基本としております。

当連結会計年度における研究開発費総額は31百万円で主な研究項目は、次のとおりであります。

   なお、運送事業に関しては、研究開発活動を行っておりません。

 
(1) 材料高強度化対応の熱処理技術開発

地球環境保護のための排ガス規制や燃費改善のニーズが高まっており、そのため部品の小型化とそれに伴う高強

度化の動きに対応する、耐摩耗性と耐焼付性に優れた特性を発揮する新しい表面処理技術開発

(2) 省エネルギー、低コスト指向の熱処理技術開発

熱処理時間短縮、電力やガスの消費量削減あるいは工程削減などを目的とした、より効率的な熱処理技術開発

(3) 歪みの極小化対応の熱処理技術開発

熱処理により発生する歪みの極小化を目的とし、併せて機械的性質も改善する新しい熱処理技術開発

(4) 高精度・高品質の熱処理技術開発

炉内の雰囲気制御方式を見直し、品質の安定化を図る高精度な熱処理技術開発
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、受注拡大、生産能力の向上や環境改善を図るため、金属熱処理加工事業を中心に429百万円の設

備投資を実施いたしました。

金属熱処理加工事業においては、生産能力の向上を図るため、建物増設等を中心に140百万円の設備投資を実施いた

しました。

運送事業においては、トラックなど113百万円の設備投資を実施いたしました。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありませんでした。

 
２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

       2026年６月30日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員
数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

厚木工場
(神奈川県
厚木市)

金属熱処理
加工事業

金属熱処理
設備

248,484 113,631
1,020,125
(14,331)

22,125 29,750 1,434,117
71
(20)

東松山工場
(埼玉県
東松山市)

金属熱処理
加工事業

金属熱処理
設備

269,699 54,113
224,262
(9,502)

10,264 13,410 571,749
65
(34)

山口工場
(山口県山陽
小野田市)

金属熱処理
加工事業

金属熱処理
設備

216,952 29,160
23,038
(16,615)

5,627 16,377 291,157
24
(14)

技術研究所
(神奈川県
厚木市)

金属熱処理
加工事業

基礎応用総
合研究施設

2,195 3,151 - 4,404 10,672 20,424
2
(１)

本社
(東京都
港区他)

金属熱処理
加工事業

統轄業務施
設

- ０ - 9,257 2,918 12,176
19
(５)

福利厚生施設
(神奈川県
厚木市)

金属熱処理
加工事業

社員寮 - -
128,865
(343)

- - 128,865 -

 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品等であります。なお、帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含ん

でおりません。

２．厚木工場及び技術研究所の土地の面積及び金額については、厚木工場に一括して表示しております。

３．従業員数の(　)は、正社員以外の臨時従業員(嘱託、常用時給者、パートタイマー及び人材会社からの派遣

社員)を外書しております。

４．帳簿価額は、減損損失計上後の金額を記載しております。
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(2) 国内子会社

        2026年６月30日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員
数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

㈱ オ ー
ネックス
テ ッ ク セ
ンター

三重工場
(三重県
亀山市)

金属熱処
理加工事
業

金属熱処
理設備

281,061 162,897
437,000
(21,675)

10,000 49,503 940,462
29
(14)

㈱ オ ー
ネックス
ライン

厚木営業所
他
(神奈川県
厚木市他)

運送事業 運送設備 59,479 35,779
151,541
(3,353)

60,601 4,625 312,026
41
(５)

 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品等であります。なお、帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含ん

でおりません。

２．従業員数の(　)は、正社員以外の臨時従業員(嘱託、常用時給者、パートタイマー及び人材会社からの派遣

社員)を外書しております。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、提出会社が策定する景気予測、業界動向により、連結会社各社が自社の経営

環境、投資効率等を総合的に勘案して設備計画を立案し、提出会社と調整を行い決定しております。

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

 

(1) 重要な設備の新設

 

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

着手 完了

当社山口工場
山口県山
陽小野田
市

金属熱処
理加工事
業

真空洗浄
機

56,000 -
自己資金及び
借入金

2027年
２月

2027年
４月

（注）

当社厚木工場
神奈川県
厚木市

金属熱処
理加工事
業

真空焼戻
し炉

49,500 -
自己資金及び
借入金

2026年
10月

2026年
12月

（注）

当社東松山工
場

埼玉県東
松山市

金属熱処
理加工事
業

焼戻し炉 28,000 -
自己資金及び
借入金

2027年
３月

2027年
５月

（注）

 

(注)　金属熱処理加工事業は、生産能力の表示が困難なため、その完成後の増加能力の記載を省略しております。

 
(2) 重要な設備の除却等

当連結会計年度末現在における重要な除売却予定はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,868,600

計 5,868,600
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2026年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年９月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,660,000 1,660,000
東京証券取引所
スタンダード

単元株式数
100株

計 1,660,000 1,660,000 - -
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年１月１日
(注)

△14,940,000 1,660,000 - 878,363 - 713,431
 

(注)　2017年９月27日開催の第66期定時株主総会決議に基づき、2018年１月１日付で普通株式10株につき１株の割合

で株式併合を行っております。

 

EDINET提出書類

株式会社オーネックス(E01446)

有価証券報告書

19/98



 

(5) 【所有者別状況】

 2026年６月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

 単元未満
株式の状況
 (株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

- 3 11 21 13 3 388 439 -

所有株式数
(単元)

- 1,950 84 3,396 5,295 16 5,810 16,551 4,900

所有株式数
の割合(％)

- 11.78 0.51 20.52 31.99 0.10 35.10 100.000 -
 

(注)　自己株式 4,407株は、「個人その他」に44単元及び「単元未満株式の状況」に７株を含めて記載しておりま

す。

 

(6) 【大株主の状況】

2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

FUTU SECURITIES INTERNATIONAL
（HONG　KONG）　LIMITED
（常任代理人 moomoo証券株式会
社)

UNIT 　C1-2 　13/F., 　UNITED 　CENTRE, 　
NO.95 QUEENSWAY, ADMIRALTY HONG KONG
 (東京都渋谷区渋谷1-2-5)

326 19.75

大屋　翼 神奈川県海老名市 137 8.29

PHILLIP　SECURITIES
（HONG　KONG）　LIMITED
 （常任代理人　フィリップ証券
株式会社）

UNITED　CTR　11/F,　QUEENSWAY　95,
 ADMIRALTY,HONGKONG
 （東京都中央区日本橋兜町4-2）

130 7.86

RUIYING　JAPAN株式会社 東京都江東区平野3-2-6　木場パークビル2F 80 4.83

株式会社横浜銀行
（常任代理人　株式会社日本カ
ストディ銀行）

神奈川県横浜市西区みなとみらい3-1-1
 （東京都中央区晴海1-8-12）

79 4.82

山川　伯勇 埼玉県川口市 72 4.38

山川　伯忠 埼玉県川口市 65 3.94

MIB　SECURITIES（HONG　KONG）
LTD ACCOUNT　CLIENT　
 （常任代理人 香港上海銀行東
京支店　セキュリティーズ・
サービシズ・オペレーション
ズ）

28/F, LEE GARDEN THREE, 1 SUNNING ROAD,
CAUSEWAY BAY HONG KONG
 (東京都中央区日本橋3-11-1)

65 3.93

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 58 3.53

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲2-10-17 56 3.44

計 - 1,072 64.76
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式(自己株式等) - - -

議決権制限株式(その他) - - -

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

- -
4,400

完全議決権株式(その他)
普通株式

16,507 -
1,650,700

単元未満株式
普通株式

- -
4,900

発行済株式総数 1,660,000 - -

総株主の議決権 - 16,507 -
 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式7株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱オーネックス 東京都港区芝5－29－18 4,400 - 4,400 0.27

計 - 4,400 - 4,400 0.27
 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 55 94

当期間における取得自己株式 50 80
 

（注）当期間における取得自己株式には、2026年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式数は含めておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

- - - -

消却の処分を行った取得自己株式 - - - -

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

- - - -

その他（-） - - - -

保有自己株式数 4,407 - 4,457 -
 

(注)　当期間における保有自己株式数には、2026年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

 
３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけております。企業体質の強化と

将来の事業展開に備えた内部留保の充実を勘案し、安定的に配当を行うことを基本方針としております。

また、当社は剰余金の配当を期末配当の年１回行うこととしており、この剰余金の配当の決定機関は株主総会で

あります。

当期(2026年６月期)の配当金につきましては、１株当たり20円の普通配当を実施することを決定しました。

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高

め、市場ニーズに応える技術・品質体制を強化し、さらには、成長戦略の展開を図るため有効投資してまいりたい

と考えております。

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年12月31日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

1株当たり配当額
(円)

2026年９月29日
定時株主総会決議

33 20.0
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

当社は株主、顧客、従業員をはじめとする様々なステークホルダーの利益を尊重すると共にコンプライアンスを

重視し、企業価値の向上を図るためコーポレート・ガバナンスの強化を経営の最重要課題のひとつとして位置づけ

ております。

＜経営理念＞

・人間性の尊重

・品質の追求

・社会への貢献

・夢のある職場

＜オーネックスグループ企業行動憲章＞

・法令遵守

・お客さまの満足

・情報発信

・地球環境保全への貢献

・地域社会との調和

・人権尊重

・反社会的勢力の排除

・従業員の尊重

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ．企業統治の体制の概要

当社は、取締役会の監督機能を強化し、更なる監督体制の強化を通じてより一層のコーポレート・ガバナン

スの充実を図ることを目的として、2026年9月29日開催の第75回定時株主総会における承認を得て、監査役会設

置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。

監査等委員会は、取締役の職務執行に係る監査を行うとともに、各監査等委員が取締役会の決議において議

決権を行使することで、経営に対するモニタリング機能を強化し、監査・監督の実効性を向上させてまいりま

す。

 
a.取締役会

取締役会は、取締役７名で構成しております。取締役会は原則として毎月1回開催するほか、必要に応じて

臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項及び経営上の重要事項の意思決定だけでなく、業務執行に関す

る重要な事項についても議論し、担当取締役は、担当する部門の業務全般について部門責任者を指揮、監督し

法令遵守と適切なリスク管理の下での、効果の高い事業運営に努めます。

構成員は以下のとおりであります。

議長：代表取締役社長　木田　周太郎

構成員：山川　伯忠、大屋　翼、石松　孝明、稲嶺　和盛（社外取締役）、戸谷　雅美（社外取締役）

林　勤（社外取締役）

b. 監査等委員会

監査等委員会は、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役３名）で構成しております。監査等委員会

は、原則として定期に開催するほか、必要に応じて臨時監査等委員会を開催し、監査に関する重要事項の報

告、協議及び決議、並びに監査実施状況等の監査等委員である取締役相互の情報共有を図ります。また監査等

委員である取締役は、取締役会のほか社内の各種委員会にも積極的に参加し、独立的、客観的見地に立っての

質問や忌憚のない発言が期待でき、監査等委員である取締役が取締役（監査等委員である取締役を除く。）の

職務執行を十分に監視できる体制であると考えております。

構成員は以下のとおりであります。

委員長：稲嶺　和盛（社外取締役）

構成員：戸谷　雅美（社外取締役）、林　勤（社外取締役）
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 コンプライアンス・リスク管理委員会は、当社グループにおいて発生しうるリスクの発生防止に係る管理体制

の整備及び発生したリスクへの対応を行うことにより損失を最小限に止めることを目的としております。

代表取締役社長木田　周太郎を委員長とし、社内外の種々リスクに対して、各リスクの責任者には取締役及

び執行役員を、担当者には課長以上または責任者が指定する者を充て、迅速に対応できる体制を整えてリスク

管理の強化を図っております。なお、内部監査は、内部統制室が担当しております。

 
ロ．当該体制を採用する理由

当社では監査等委員会設置会社を採用し、意思決定機関である取締役会をサポートするため経営会議の開催

や業務執行の迅速化等のため執行役員制度を導入しております。また監査等委員会については取締役会等の重

要な会議に出席し、取締役の職務の監督を行っております。

現在の組織体制を採用することで

・経営の透明性と健全性の確保

・スピードのある意思決定と業務遂行

・アカウンタビリティーの明確化

・迅速かつ適切な情報開示

が確保された経営を推進しております。また、社会環境・法制度等の変化に応じて、適切な仕組みを検討

し、コーポレート・ガバナンスの更なる充実・強化に向け、必要な見直しを行っていく方針であります。

 
ハ． 下図は、会社の機関・内部統制の関係を図示したものです。
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③企業統治に関するその他の事項

イ.内部統制システムの整備状況

当社は、業務の適正性や効率性を確保するために、取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」

を決議しております。取締役会においては、法令及び定款、経営理念、経営方針、諸規程等に従い、経営方針

及び経営戦略に関する重要事項について意思決定を行うとともに、各取締役の職務の執行を監督しておりま

す。

また、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については事前に代表取締役社長及び各取締役によっ

て構成される経営会議において議論を行い、その審議結果を経て取締役会において意思決定を行うこととして

おります。

当社は、「内部統制システム構築の基本方針」に基づき各種規程及び内部統制システムを整備し、運営の徹

底を図っております。内部監査担当者は、内部監査を通じて、各種規程の遵守状況及び内部牽制機能が有効に

機能していることを確認しております。こうした取組みを通じ、企業として業務の効率化及び適正化に努めて

おります。

グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ企業すべてに適用する行動指針として、オー

ネックスグループ企業行動憲章を定め、これを基礎として、グループ各社で諸規程を整備しております。

ロ.リスク管理体制の整備状況

当社は、リスク管理を経営上きわめて重要な活動と捉え、代表取締役社長を委員長とし、グループ全社を対

象とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、リスクの未然防止、発生したリスクに対応すること

としております。なお、コンプライアンス・リスク管理委員会は四半期ごとに開催しております。

ハ．役員等の責任限定契約の内容の概要

取締役及び監査等委員である取締役が期待される役割・機能を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項

の規定に基づき、会社法第423条第１項の取締役及び監査等委員である取締役の損害賠償責任について取締役会

の決議によって法令の定める範囲内で免除できる旨を定款で定めております。

また、社外取締役として有用な人材を迎えるべく会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１

項の損害賠償責任について社外取締役の責任を限定できるよう、損害賠償責任限定契約の締結ができる旨を定

款で定めております。この規定に基づき、社外取締役との間で、会社法第423条第１項の責任についてその職務

を行うにつき悪意又は重大な過失があった場合を除き、法令に定める金額を限度とする責任限定契約を締結し

ております。

ニ. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険により、被保険者が業務に起因して賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で

定められた免責事由に該当するものを除く。）等を填補することとしております。なお、保険料は全額を当社

が負担しております。被保険者の範囲は、オーネックスグループの会社法上の取締役及び監査等委員である取

締役並びに同社が採用する執行役員制度上の執行役員です。

ホ. 取締役の定数

当社の監査等委員ではない取締役は６名以内、監査等委員である取締役は５名以内とする旨を定款に定めて

おります。

ヘ. 取締役の選任の決議要件

当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。

ト. 取締役の解任の決議要件

当社の取締役の解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、

その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。
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チ. 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは特別決議

の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

リ. 自己株式取得に関する要件

当社は、自己株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めており

ます。

ヌ. 中間配当金

当社は、中間配当について取締役会の決議によって、毎年12月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された

株主又は登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項の規定に定める剰余金の配当(中間配当金)を行うことが

できる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目的としておりま

す。
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④取締役会の活動状況

当事業年度において、当社は取締役会を月１回以上開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおり

であります。

役職 氏名 取締役会出席状況

代表取締役社長 木　田　周　太　郎 全１９回中１９回

代表取締役副社長 高　階　毅　司 全２５回中２５回

取締役会長 山　川　伯　忠 全１９回中１７回

取締役 石　松　孝　明 全１９回中１９回

取締役 星　川　建　三 全１９回中１９回

取締役 稲　嶺　和　盛 全１９回中１９回
 

（注）2025年9月26日開催の第74期定時株主総会において、高階毅司氏を除く５名が新たに取締役に選任され就任い

たしました。高階毅司氏を除く５名の就任日である2025年9月26日から2026年6月30日までの間における取締役会の

開催回数は19回であります。

取締役会における当年度の具体的な審議事項

月次業績、取締役業務報告、資金調達、決算承認、株主総会招集、株主総会付議事項、株主総会付議事項の取締役

会決議開示、子会社株主総会付議事項、開示事項決議、内部統制監査計画報告、コンプライアンス・リスク委員会

報告、社内規定の改定等、オーネックスグループ予算策定等であります。

 

EDINET提出書類

株式会社オーネックス(E01446)

有価証券報告書

27/98



 

 
(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

男性7名　女性0名　(役員のうち女性の比率 0％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

 代表取締役社長 木田　周太郎 1979年5月15日生

2004年６月 株式会社みずほ銀行（中国）深圳

支店

2016年７月 復星集団ゼネラルマネージャー

2018年１月 リーディング証券　執行役員

2021年８月 木田商事株式会社　代表取締役

2025年９月 当社代表取締役社長（現任）

2025年９月 株式会社オーネックスライン代表

取締役社長（現任）

2025年９月 株式会社オーネックステックセン

ター代表取締役社長

（現任）

(注)２ -

取締役会長 山川　伯忠 1986年10月18日生

2005年４月 豊華食品工業株式会社入社係長

2024年８月 ピナクルプロパティーズ株式会

社　代表取締役（現任）

2025年９月 当社取締役会長（現任）

2025年９月 株式会社オーネックスライン　常

務取締役（現任）

2025年９月 株式会社オーネックステックセン

ター　取締役（現任）

(注)２ 65,300
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

専務取締役執行役員

営業本部本部長
大屋　翼 1984年３月１日生

2015年10月 当社入社　管理本部付課長

2018年10月 当社厚木工場品質保証課担当課長

2025年７月 当社執行役員設備管理部部長

2025年10月 当社執行役員営業本部営業本部長

2026年３月 株式会社オーネックスライン取締

役（現任）

2026年９月 当社専務取締役執行役員兼

営業本部営業本部長（現任）

2026年９月 株式会社オーネックステックセン

ター監査役（現任）

(注)２ 137,229

常務取締役執行役員

事業本部本部長

厚木・東松山工場工場長設

備管理部部長

石松　孝明 1966年1月1日生

1987年３月 当社入社

2014年８月 当社東松山工場副工場長兼生産管

理課課長

2016年８月 当社東松山工場・長野工場副工場

長兼長野工場統轄課課長

2018年４月 当社厚木工場・東松山工場副工場

長

2020年４月 当社管理本部付　次長

（株式会社昌平へ出向）

2025年４月 当社管理本部付　部長

2025年７月 当社執行役員事業本部副本部長兼

厚木・東松山工場工場長

2025年９月 当社取締役執行役員事業本部副本

部長兼厚木・東松山工場工場長

2025年９月 株式会社オーネックステックセン

ター取締役（現任）

2025年９月 当社取締役執行役員事業本部副本

部長兼厚木・東松山工場工場長兼

設備管理部部長

2026年９月 当社常務取締役執行役員事業本部

本部長兼厚木・東松山工場工場長

兼設備管理部部長

（現任）

(注)２ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

 （監査等委員）
稲嶺　和盛 1972年11月27日生

1994年４月 株式会社プロスタッフ

1996年10月 イントラネットシステム株式会社

1999年６月 デロイト・トーマツ・コンサル

ティング株式会社（現アビームコ

ンサルティング株式会社）

2003年７月 株式会社光通信

2006年10月 ファースト・パートナーズ・グ

ループ株式会社（現株式会社ア

ヴァンテ）

2010年２月 JFCスポーツバンガード株式会社

（現JFC株式会社）

2013年６月 株式会社RVH　監査役

2020年４月 東京M＆Aコンサルティング株式会

社（現東京キャピタル株式会社）

代表取締役（現任）

2025年９月 当社取締役

2026年９月 当社取締役（監査等委員）

（現任）

(注)３ ―

取締役

 （監査等委員）
戸谷　雅美 1951年７月13日生

1981年２月 弁護士登録

1995年２月 三井安田法律事務所パートナー

2007年５月 スクワイヤ・サンダース外国法共

同事業法律事務所代表弁護士

2017年11月 昭和ホールディングス社外取締役

（現任）

2021年６月 アルファパートナーズ法律事務所

共同代表

2022年６月 アーライツ法律事務所弁護士（現

任）

2026年９月 当社取締役（監査等委員）(現任)

(注)３ ―

取締役

 （監査等委員）
林　勤 1968年７月９日生

1996年11月 長富実業株式会社代表取締役（現

任）

2006年１月 豊富商事株式会社取締役

2009年10月 東進商事株式会社取締役

2024年11月 海富商事株式会社取締役

2026年9月 当社取締役（監査等委員）(現任)

(注)３ ―

計 202,529
 

(注) １．取締役（監査等委員）稲嶺和盛氏及び戸谷雅美氏、林勤氏の三名は、社外取締役であります。

２．2026年９月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３．2026年９月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．当社では、経営の「取締役による意思決定・監督機能」と「執行役員による業務執行機能」の分離を進め、

それぞれの役割を明確にし、かつ機能強化を図るため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は以下の５名で構成されております。

専務取締役執行役員　　営業本部営業本部長　大屋翼

常務取締役執行役員　　事業本部本部長兼厚木・東松山工場長兼設備管理部長　石松孝明

執行役員　　　　　　　管理本部本部長兼戦略人事部長兼総務部長兼企画経理部長　中田典男

執行役員　　　　　　　営業本部営業部長　中野雅仁

執行役員　　　　　　　技術品質担当オーネックス熱処理担当兼管理本部付OTC工場長　渡邊誠二
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②　社外役員の状況

当社の社外取締役は３名であります。

社外取締役の稲嶺和盛氏及び林勤氏は、企業経営等で培った知見を活かすことで、業務執行の監督機能強

化への貢献及び経営的視点からの助言や監査が期待されること、また戸谷雅美氏は弁護士としての豊富な経

験と専門知識を有しており、その経験と専門知識を活かして独立した立場から当社の監査・監督に反映して

いただくことを期待し、社外取締役に選任しております。また、社外取締役と当社の間に特別な利害関係は

ありません。

当社において、社外取締役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはあり

ませんが、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員

としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しています。

 
③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部

門との関係

社外取締役３名はいずれも監査等委員である取締役であり、主に監査等委員会を通じて、内部監査及び会

計監査との連携を図っております。また、社外取締役のうち、弁護士の有資格者である社外取締役について

は、専門的な見地から内部監査及び会計監査の経過及び結果について、内部統制上の不備につながり得る事

象についての監査を行い、取締役会もしくは監査等委員会を通じて内部統制部門の監視を行っております。

また、内部統制室と定期的に会合を開いており、内部統制室の活動状況の把握や情報を得ているほか、内部

統制担当者との意見交換などを通して緊密に相互連携を図っております。
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(3) 【監査の状況】

当社は、2026年９月29日開催の第75回定時株主総会における承認を経て、監査等委員会設置会社へ移行いたし

ました。そのため、当事業年度の監査の状況については、監査等委員会設置会社移行前の内容を記載しておりま

す。

監査等委員会は、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役３名）により構成されています。

①　監査役監査の状況

当社は監査役制度を採用しており、監査役会は、常勤監査役１名、社外監査役２名の計３名で構成されて

おり、監査役会で決定した監査計画に基づき、常勤監査役を中心とし監査を実施しております。

 監査役は、取締役会やその他経営会議等の重要な会議に出席するほか、稟議書等の決裁書類をはじめ重要

な書類等の閲覧や業務報告等で執行状況を確認するとともに、内部監査担当部署とそれぞれの活動状況等に

ついて、情報交換を行い、情報共有を図っております。また、会計監査人との相互連携を深め、会計監査人

と監査役会との定期的な情報交換を行うことにより監査の質的向上と効率化を図っております。

監査役会の開催は、当社規則により、原則６か月に２回以上とし、必要あるときは随時開催しておりま

す。当事業年度における個々の監査役の出席状況については、次のとおりであります。

区　分 氏　名 監査役会出席状況

常勤監査役 横　山　　　剛 全５回中５回

社外監査役 吉　田　雄　彦 全５回中５回

社外監査役 鍛　冶　良　明 全５回中５回
 

監査役会における主な検討事項は、当事業年度の監査計画の策定、前事業年度の監査報告書の作成、会計

監査人の再任の適否、会計監査人の報酬の同意、会計監査人の監査計画、四半期ごとの会計監査人との意見

交換、取締役ヒアリング等となっております。

 
②　内部監査の状況

当社は、内部監査部署として内部統制室を設置しています。組織上の人員は１名で構成されていますが、

監査役及び会計監査人のほか、必要に応じ、各専門部門との連携により監査の実効性を高めております。

また、年間計画に基づき、業務監査及び内部監査を所要の事業所において実地監査等を行い、内部統制機

能を果たし、その結果は代表取締役及び取締役会並びに監査役及び監査役会に報告しています。

 
③　会計監査の状況

イ．監査法人の名称

三優監査法人

 
ロ．継続監査期間

2023年６月期以降の４年間

 
ハ. 業務を執行した公認会計士

岩　田　亘　人

河　合　秀　敏

 
ニ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他５名です。
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ホ．監査法人の選定方針と理由

監査役会は、日本監査役協会の「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」に

基づき、監査の品質、監査体制及び独立性について検討し、選定することを方針としています。

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場合は、会計

監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会の会

議の目的とすることといたします。また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項

目に該当すると認められ、かつ改善の見込がないと判断した場合は、監査役全員の同意に基づき、監査役

会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたします。

 
ヘ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

監査役会は、日本監査役協会の「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」に

準拠し、コミュニケーション、品質管理システム、外部レビュー結果等の評価基準項目を定めた「会計監

査人の評価シート」に基づき総合的に評価を行っております。

 
④　監査報酬の内容等

イ. 監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 35,000 350 37,000 -

連結子会社 - - - -

計 35,000 350 37,000 -
 

注１．前連結会計年度の提出会社における非監査業務の内容は、再生可能エネルギー固定価格買取制度

　　の減免申請に関する公認会計士等による確認業務です。

　２．当社の子会社に非連結子会社はありません。

 
ロ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬の内容（イ．を除く）

該当事項はありません。

 
ハ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

 
ニ．監査報酬の決定方針

 監査計画の内容、監査実績等を勘案した上で決定しております。

 
ホ．監査役会が監査報酬に同意した理由

 監査役会は、以下の点から検討を行い会計監査人の報酬等の同意を行っております。

 監査計画と実績の比較検討

 監査実績及び意見の内容

 新年度監査計画における、監査工数及び配員計画と経験年数の検討

 新年度監査報酬額の業界及び同等企業との比較検討
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(4) 【役員の報酬等】

①　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方針に関する事項

　取締役の報酬は、当社の企業理念の実現を実践する優秀な人材を確保・維持し、持続的な企業価値及び株主

価　値の向上に向けて期待される役割を十分に果たすことへの意欲を引き出すに相応しいものとしています。具

体的には業務執行を担う取締役の報酬は、基本報酬、業績連動報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役の

報酬は、基本報酬のみとしています。

②　基本報酬の個人別の報酬等の額及び付与の条件の決定に関する事項

　基本報酬は金銭による月別の固定報酬としています。基本報酬の金額は取締役各人の役位、在勤年数などを基

にした基準をベースとして、業績及び業績への各人の貢献度などの諸般の事情を勘案し定めるものとし、適宜見

直しを図るものとしています。

③　取締役の個人別の報酬の内容の決定の手続きに関する事項

　取締役の個人別の報酬の内容は、取締役会の決議による委任に基づいて、代表取締役社長である木田周太郎が

決定しています。

 
当社の監査役の報酬等については、監査役の協議により決定しております。

当事業年度の取締役の報酬等に関する取締役会の活動は次のとおりであり、取締役業績連動報酬は支給しておりま

せん。

開催日 活動内容

2025年９月26日 基本報酬支給額について決定
 

 
④　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

60,256 59,806 - 450 7

監査役
(社外監査役を除く)

10,008 10,008 - - 1

社外取締役
社外監査役

12,880 12,880 - - 6
 

 
⑤　役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 
⑥　使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社オーネックス(E01446)

有価証券報告書

34/98



 

(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、もっ

ぱら株式の価値の変動または配当の受領によって利益を得ることを目的として保有する株式を純投資目的である

投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式（政策保有株式）として区分しております。

 
②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社の中長期的な企業価値向上に向けた、事業の持続的成長のためには、これに資する取引先等との関係の

維持、強化を図ることが重要であり、当社の事業への相乗効果等を総合的に勘案の上、当該会社株式を取得、

保有しております。

株式の保有については、中長期的な経済合理性や取引先と当社の事業との関係性の観点から、企業価値向上

に資するか否かについて検証を行い、保有株式の保有目的、合理性について、取締役会において確認します。

当事業年度末において保有している株式については、取締役会において、中長期的な経済合理性や取引先と当

社の事業との関係性の観点から、経営成績、保有に伴うリターン、相乗効果、リスク等を個別に検証し、保有

の合理性を確認することとしております。

 
ロ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(千円)

非上場株式 2 34,800

非上場株式以外の株式 10 353,514
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(千円)

株式数の増加の理由

非上場株式 - - -

非上場株式以外の株式 5 3,123
取引関係の維持、強化を目的とした株
式購入および取引先持株会を通じた購
入

 

 
（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(千円)

非上場株式 - -

非上場株式以外の株式 - -
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ハ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 

特定投資株式

 

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、定量的な保有効
果及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

（株）ＮＩＴＴ
ＡＮ
 

217,300 217,300 金属熱処理技術の競争力向上及び自動車部品
関連の重要顧客であり、取引関係等の維持・
強化を図るために保有しております。

有
98,871 82,356

古 河機械金属
（株）

16,885 16,498
 当社の金属熱処理事業における産業工作機
械関連の重要顧客であり、取引関係等の維
持・強化を図るために保有しております。ま
た、取引関係の維持、強化を目的とした取引
先持株会を通じた購入です。

無

59,772 35,272

中 外 炉 工 業
（株）

14,000 14,000 熱処理炉及び資材の発注先であり、設備の最
新情報を得るなど事業上の取引関係等の維
持・強化を図るために保有しております。

有
56,560 48,440

カヤバ（株）

14,079 13,706
 当社の金属熱処理事業における産業工作機
械関連の重要顧客であり、取引関係等の維
持・強化を図るために保有しております。ま
た、取引関係の維持、強化を目的とした取引
先持株会を通じた購入です。

無

54,345 31,946

ＴＨＫ（株）
5,000 5,000 当社の金属熱処理事業における産業工作機械

関連の重要顧客であり、取引関係等の維持・
強化を図るために保有しております。

有
36,610 19,285

（株）ＳＵＢＡ
ＲＵ

8,200 8,200 当社の金属熱処理事業における自動車部品関
連の重要顧客であり、取引関係等の維持・強
化を図るために保有しております。

無
19,598 20,623

（株）椿本チエ
イン

5,512 5,231
 当社の金属熱処理事業における自動車部品
関連の重要顧客であり、取引関係等の維持・
強化を図るために保有しております。また、
取引関係の維持、強化を目的とした取引先持
株会を通じた購入です。

無

14,078 9,399

日 本ギア工業
（株）

4,771 4,722
 当社の金属熱処理事業における産業工作機
械関連の重要顧客であり、取引関係等の維
持・強化を図るために保有しております。ま
た、取引関係の維持、強化を目的とした取引
先持株会を通じた購入です。

無

7,108 2,592

（株）リケンＮ
ＰＲ

1,400 1,400 当社の金属熱処理事業における自動車部品関
連の重要顧客であり、取引関係等の維持・強
化を図るために保有しております。

無
5,418 3,287

住友重機械工業
（株）

228 222
 当社の金属熱処理事業における建設機械部
品関連の重要顧客であり、取引関係等の維
持・強化を図るために保有しております。ま
た、取引関係の維持、強化を目的とした取引
先持株会を通じた購入です。

無

1,151 657
 

（注）定量的な保有効果については記載が困難であります。毎年、保有目的や保有に伴う便益・リスクを具体的に精

査した上で、総合的に保有の合理性を判断しております。また、株式の新規取得については取締役会において

保有目的等を精査した上で、取得を判断しております。

 
みなし保有株式

該当事項はありません。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。

 
④　当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　　該当事項はありません。

 

⑤　当事業年度の前4事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に

　　変更したもの

　　該当事項はありません。
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５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

　　　 ①人材戦略に関する基本方針

 当社グループの人材戦略については、「第２ 事業の状況 ２ サステナビリティに関する考え方および取

組」　　

（3）戦略＜人事戦略＞に記載しております。

 ②従業員の給与等の決定方針

 当社は、役割等級制度を基軸とした人事制度を採用しております。本制度は、各従業員に付与された役割等

級に基づき、「目標管理」「人事制度」「給与決定」「人材育成」等を一体的に運用するものであり、当社の

事業戦略を踏まえた人材の適正配置及び育成を図るものです。

 従業員給与は、職能、職責に応じた基本給及び生活の安定にも考慮した各種手当を含む月例賃金と、会社業

績及び各従業員の成果に応じた賞与を提供しております。基本給については、職能評価に基づいて資格等級及

び職責の区分を決定し、資格等級及び職責に応じた支給額を決定しております。賞与は、年２回、会社業績を

基に賞与支給総額を算定した上で、各従業員の目標達成度に対する評価に基づき、一人別の賞与金額を決定し

ております。

　なお、各等級における報酬水準については、政府機関等による統計データ等を参考にする他、競合他社の動

向をベンチマークする等、労働市場において競争力のある報酬水準の実現を目指しております。

　2026年６月期においては、人材獲得における競争力の向上を目指して、全ての資格等級におけるベースアップ

を行い、基本給水準を引き上げるとともに、資格等級の区分数を更に細分化し、多様なキャリアの推進及び昇進

・昇格の推進など、社内環境整備に取り組みました。

　このような方針のもと、各従業員も成長及び企業価値向上への貢献を促進する制度運用に努めております。

 

(2) 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2026年６月30日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

金属熱処理加工事業 210(88)

運送事業 41(5)

合計 251(93)
 

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(嘱託、常用時給者、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含

む。)は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。

 

(2) 提出会社の状況

2026年６月30日現在

従業員数(人) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

181 43.4
歳

15.7年 5,648,998 9.9
(74)

 

(注) １．従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用

者数(嘱託、常用時給者、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。)は、年間の平均人員を( )外

数で記載しております。

２．平均年間給与(税込)は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．当社は「金属熱処理加工事業」の単一セグメントであるため、セグメント別の従業員の状況の記載を省略し

ております。

 

(3) 労働組合の状況

提出会社の労働組合は、上部団体ＪＡＭ神奈川に加盟しており、組合員数は121名であります。

なお、労使関係は安定しております。

 
(4)管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の額の

差異
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　a. 提出会社

当事業年度

管理的な地位にある
労働者に占める女性
労働者の割合（％
）（注１）

男性労働者の育児休
業取得率（％）（注
２）

労働者の男女の賃金の額の差異（％）
 （男女の賃金に対する情勢の賃金の割合）（注１）

全労働者 正規雇用労働者 非正規雇用労働者

5.0 － 74.8 73.3 88.2
 

（注）１. 労働者の男女の賃金の額の差異は、男性労働者の賃金に対する女性労働者の賃金の割合を示しておりま

す。同一労働の賃金に差異はなく、等級別人員構成の差異及び管理的地位にある労働者に占める女性労働者

の割合によるものであります。

非正規労働者は、個人ごとに契約労働時間が異なるパートタイム労働者のため、差異が生じております。

２.当社は、男性労働者の育児休業取得率について、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律」（平成3年法律第76号）の規定による公表義務の対象ではないため、記載を省略し

ております。

 
　b. 連結子会社

連結子会社は、公表義務の対象ではないため記載を省略しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2025年７月１日から2026年６月30日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2025年７月１日から2026年６月30日まで)の財務諸表について、三優監査法人により

監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

や変更等を適切に把握、対応するために、監査法人及び各種団体の主催する研修への参加や会計専門誌の定期購読等

を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,938,701 2,839,610

  受取手形及び売掛金 ※１  772,390 ※１  602,116

  電子記録債権 ※１  608,085 ※１  381,908

  製品 23,433 14,245

  仕掛品 55,574 43,675

  原材料及び貯蔵品 106,572 111,812

  その他 90,322 71,163

  流動資産合計 4,595,081 4,064,532

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※２  3,163,857 ※２  3,376,347

    減価償却累計額 △2,247,469 △2,298,474

    建物及び構築物（純額） ※２  916,387 ※２  1,077,873

   機械装置及び運搬具 ※２，※３  6,986,237 ※２，※３  6,990,270

    減価償却累計額 △6,440,303 △6,592,508

    機械装置及び運搬具（純額） ※２，※３  545,933 ※２，※３  397,762

   土地 ※２  1,984,833 ※２  1,984,833

   リース資産 194,404 251,043

    減価償却累計額 △115,196 △128,762

    リース資産（純額） 79,207 122,280

   建設仮勘定 23,400 19,600

   その他 1,274,510 1,314,057

    減価償却累計額 △1,123,091 △1,186,798

    その他（純額） 151,419 127,259

   有形固定資産合計 3,701,181 3,729,608

  無形固定資産 46,728 36,451

  投資その他の資産   

   投資有価証券 288,660 388,314

   繰延税金資産 12,868 14,867

   その他 32,516 38,297

   貸倒引当金 △55 -

   投資その他の資産合計 333,990 441,478

  固定資産合計 4,081,901 4,207,538

 資産合計 8,676,982 8,272,071
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 104,988 139,305

  電子記録債務 191,719 -

  1年内返済予定の長期借入金 ※２  715,420 ※２  677,485

  リース債務 31,339 46,562

  未払金 340,917 282,052

  未払費用 193,135 194,753

  未払法人税等 30,102 24,118

  賞与引当金 13,350 17,585

  その他 157,258 97,707

  流動負債合計 1,778,234 1,479,572

 固定負債   

  長期借入金 ※２  1,085,303 ※２  767,985

  リース債務 65,766 95,080

  退職給付に係る負債 488,517 220,941

  繰延税金負債 - 6,797

  その他 6,956 31,806

  固定負債合計 1,646,543 1,122,611

 負債合計 3,424,778 2,602,183

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 878,363 878,363

  資本剰余金 713,431 713,431

  利益剰余金 3,578,896 3,928,718

  自己株式 △6,611 △6,706

  株主資本合計 5,164,079 5,513,806

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 88,125 156,081

  その他の包括利益累計額合計 88,125 156,081

 純資産合計 5,252,204 5,669,887

負債純資産合計 8,676,982 8,272,071
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 ※１  5,053,326 ※１  5,294,932

売上原価 4,057,058 3,848,151

売上総利益 996,268 1,446,780

販売費及び一般管理費 ※２，※３  1,043,577 ※２，※３  1,075,292

営業利益又は営業損失（△） △47,309 371,487

営業外収益   

 受取利息 720 2,399

 受取配当金 10,405 13,607

 受取賃貸料 15,585 14,460

 スクラップ収入 10,392 6,545

 その他 16,376 11,879

 営業外収益合計 53,480 48,892

営業外費用   

 支払利息 17,545 14,739

 支払手数料 5,567 6,206

 減価償却費 9,321 98

 支払補償費 - 6,914

 その他 - 41

 営業外費用合計 32,434 28,001

経常利益又は経常損失（△） △26,263 392,379

特別利益   

 固定資産売却益 ※４  77,523 ※４  1,700

 特別利益合計 77,523 1,700

特別損失   

 固定資産売却損 ※5  36,539 -

 固定資産除却損 ※6  960 ※6  10,113

 特別損失合計 37,499 10,113

税金等調整前当期純利益 13,759 383,965

法人税、住民税及び事業税 25,659 24,806

法人税等調整額 △14,791 △23,775

法人税等合計 10,868 1,030

当期純利益 2,891 382,934

親会社株主に帰属する当期純利益 2,891 382,934
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
　至　2026年６月30日)

当期純利益 2,891 382,934

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 6,415 67,955

 その他の包括利益合計 ※  6,415 ※  67,955

包括利益 9,307 450,890

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 9,307 450,890

 非支配株主に係る包括利益 - -
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 878,363 713,431 3,609,119 △6,433 5,194,480 81,709 81,709 5,276,190

当期変動額         

剰余金の配当 - - △33,114 - △33,114 - - △33,114

親会社株主に帰属する

当期純利益
- - 2,891 - 2,891 - - 2,891

自己株式の取得 - - - △178 △178 - - △178

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- - - - - 6,415 6,415 6,415

当期変動額合計 - - △30,222 △178 △30,401 6,415 6,415 △23,985

当期末残高 878,363 713,431 3,578,896 △6,611 5,164,079 88,125 88,125 5,252,204
 

 

当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 878,363 713,431 3,578,896 △6,611 5,164,079 88,125 88,125 5,252,204

当期変動額         

剰余金の配当 - - △33,112 - △33,112 - - △33,112

親会社株主に帰属する

当期純利益
- - 382,934 - 382,934 - - 382,934

自己株式の取得 - - - △94 △94 - - △94

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- - - - - 67,955 67,955 67,955

当期変動額合計 - - 349,821 △94 349,727 67,955 67,955 417,682

当期末残高 878,363 713,431 3,928,718 △6,706 5,513,806 156,081 156,081 5,669,887
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 13,759 383,965

 減価償却費 431,562 401,895

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 102,897 △267,575

 賞与引当金の増減額（△は減少） △360 4,234

 受取利息及び受取配当金 △11,125 △16,007

 支払利息 17,545 14,739

 固定資産除却損 960 10,113

 固定資産売却損益（△は益） △40,983 △1,700

 売上債権の増減額（△は増加） 170,294 396,451

 棚卸資産の増減額（△は増加） △17,093 15,847

 その他の流動資産の増減額（△は増加） - 21,146

 仕入債務の増減額（△は減少） 25,526 △157,402

 未払消費税等の増減額（△は減少） △1,043 5,009

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,619 43,575

 その他 △287 6,897

 小計 690,032 861,190

 利息及び配当金の受取額 11,125 16,007

 利息の支払額 △18,140 △15,028

 保険金の受取額 - 506

 法人税等の支払額 △7,979 △33,982

 法人税等の還付額 23,328 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー 698,367 828,693

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △10,000 △310,000

 定期預金の払戻による収入 10,000 10,000

 有形固定資産の取得による支出 △175,130 △476,128

 有形固定資産の売却による収入 313,044 1,700

 無形固定資産の取得による支出 △38,968 △213

 投資有価証券の取得による支出 △3,216 △3,123

 差入保証金の差入による支出 - △14,447

 その他 1,357 △4,060

 投資活動によるキャッシュ・フロー 97,087 △796,273

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 -

 長期借入れによる収入 450,000 380,000

 長期借入金の返済による支出 △858,018 △735,252

 リース債務の返済による支出 △33,423 △42,633

 自己株式の取得による支出 △178 △94

 配当金の支払額 △32,695 △33,530

 財務活動によるキャッシュ・フロー △574,316 △431,511

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 221,138 △399,091

現金及び現金同等物の期首残高 2,707,562 2,928,701

現金及び現金同等物の期末残高 ※  2,928,701 ※  2,529,610
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社は、㈱オーネックスライン及び㈱オーネックステックセンターの2社であります。

 
２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 
４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しておりま

す。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産

製品・仕掛品

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用してお

ります。

原材料

先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用して

おります。

貯蔵品

最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しておりま

す。

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法及び定額法を採用しております。

1998年４月１日以降取得の建物(附属設備を除く)、2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物並びに

一部の連結子会社については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～65年

機械装置及び運搬具　２～15年

②　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア(自社利用)については、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

 
(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、主に在籍者の期末自己都合要支給額(年

金制度に移行している部分に対応する要支給額を含む)に割引率及び昇給率の各係数を乗じた額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。

 
(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループは、金属熱処理加工事業及び運送事業を営んでおります。金属熱処理加工事業においては、顧客か

ら受託した製品に熱処理加工を施し、加工済み製品を引き渡すことを主な履行義務としております。当該履行義務

については、顧客との契約に基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。なお、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転

される時までの期間が通常の期間であるため、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項における代替的な

取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。

　運送事業においては、顧客との運送契約に基づき貨物輸送サービスを提供することを主な履行義務としておりま

す。当該履行義務については、顧客との契約に基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

 
(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。
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(重要な会計上の見積り)

１．金属熱処理加工事業における有形固定資産の減損

　(1)当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（千円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

有形固定資産 3,701,181 3,729,608

　うち、金属熱処理加工事業 3,458,747 3,397,981

減損損失 - -

　うち、金属熱処理加工事業 - -
 

 
　(2)会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社グループは、各資産グループについての減損の兆候の有無を判定しており、減損の兆候がある場合には減損

の認識の要否を判定しております。その結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には

回収可能価額まで帳簿価額を減額しております。各資産グループの回収可能価額は、使用価値と正味売却価額のい

ずれか高い方の金額により測定しております。

　減損の兆候がある場合、回収可能価額の算定における使用価値の見積りは、各資産グループの事業計画に基づく

将来キャッシュ・フローを使用しており、将来キャッシュ・フローにおける重要な仮定は主要な顧客ごとの売上予

測及び光熱費（ガス単価及び電力単価）の予測であります。正味売却価額の見積りは、外部の専門家による不動産

鑑定評価基準に基づく鑑定評価額を基礎として算定しております。

　市場環境の変化、主要顧客の需要動向及びエネルギー価格の変動等により各資産グループの収益性が低下した場

合には、翌連結会計年度において減損損失の計上が必要となる可能性があります。

 
２．繰延税金資産の回収可能性

　(1)当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（千円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

繰延税金資産 12,886 14,867

繰延税金負債 - 6,797
 

 
　(2)会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社グループは、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）に定める会

社分類に基づき、将来の課税所得の見積額、将来減算一時差異の解消スケジュール及び税務上の繰越欠損金の控除

見込額を考慮し、回収可能性が認められる範囲で繰延税金資産を計上しております。

　将来の課税所得の見積りは将来の事業計画を基礎としており、当該事業計画における重要な仮定は、主要顧客ご

との売上高の予測及び光熱費（ガス単価及び電力単価）の予測であります。

　これらの仮定は、市場環境の変化、主要顧客の需要動向及びエネルギー価格の変動等の影響を受けることから不

確実性を伴います。これらの重要な仮定の見直しが必要な事象が生じた場合には、将来の課税所得及び税務上の繰

越欠損金の控除見込額に関する判断に影響を及ぼし、翌連結会計年度における繰延税金資産の計上額に重要な影響

を与える可能性があります。
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(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委

員会）等

 

(1）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手

の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計

基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするも

のの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素

で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを

目指したリース会計基準等が公表されました。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースが

ファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて

使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用さ

れます。

 

(2）適用予定日

　　　2028年６月期の期首から適用します。

 
(3）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であ

ります。

 
（後発事象に関する会計基準等）

・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第41号　2026年１月９日　企業会計基準委員会）

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第35号　2026年１月９日　企業会計基準

委員会）

 
(1）概要

　「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等を取り扱う包括的な会計基準を

設定することを優先的な課題とし、日本公認会計士協会　監査・保証基準委員会　監査基準報告書560実務指針

第１号「後発事象に関する監査上の取扱い」で示されている会計に関する内容を原則として踏襲して企業会計

基準委員会に移管することを基本的な方針として、表現の見直し及び後発事象の評価期間の整理を行うととも

に、財務諸表の公表の承認に関する注記を新たに求める等、後発事象に関する会計処理及び開示について定め

たものであります。

 
(2）適用予定日

　2028年６月期の期首から適用します。
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(連結貸借対照表関係)

※１　受取手形、売掛金及び電子記録債権のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ次のとおりで

　　　あります。

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

受取手形 148,969千円 5,731千円

売掛金 623,421 596,384 

電子記録債権 608,085 381,908 
 

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

建物及び構築物 389,643千円 ( 133,400千円) 515,456千円 ( 266,826千円)

機械装置及び運搬具 45,524 ( 45,524   ) 53,854 ( 53,854   )

土地 1,915,319 ( 224,262   ) 1,810,253 ( 224,262   )

計 2,350,487 ( 403,187 　) 2,379,564 ( 544,943   )
 

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

１年内返済予定の長期借入
金

632,529千円 ( 154,044千円) 596,210千円 ( 150,644千円)

長期借入金 946,834 ( 235,973　　) 664,123 ( 170,829   )

計 1,579,364 ( 390,017　　) 1,260,334 ( 321,473   )
 

上記のうち、(　)内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。

 

※３　国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

機械装置及び運搬具 1,269千円 1,269千円
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(連結損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）　１．顧客との契約から生じる収益

を分解した情報」に記載しております。

 
※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

運賃荷造費 143,460千円 144,089千円

役員報酬 103,356 101,024 

給与手当 257,450 296,523 

賞与引当金繰入額 3,593 5,649 

退職給付費用 45,125 △49,818 
 

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

 31,765千円 31,954千円
 

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

建物及び構築物 189,545千円 -千円

機械装置及び運搬具 4,045 1,700 

土地 △78,116 - 

撤去費用 △37,950 - 

　　　　　　計 77,523 1,700 
 

　　　（注）同一物件の売却により発生した建物売却益と土地売却損、撤去費用は相殺して、連結損益計算書上

　　　 では固定資産売却益として表示しております。

 
※５　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

建物及び構築物 △11,310千円 -千円

機械装置及び運搬具 0 - 

土地 17,570 - 

撤去費用 30,280 - 

　　　　　　計 36,539 - 
 

　　　（注）同一物件の売却により発生した建物売却益と土地売却損、撤去費用は相殺して、連結損益計算書上

　　　 では固定資産売却損として表示しております。
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※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

建物 479千円 2,948千円

建物附属設備 - 6,110 

機械装置及び運搬具 481 1,055 

その他 - 0 

計 960 10,113 
 

 

(連結包括利益計算書関係)

※ 　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 8,840千円 96,529千円

組替調整額 - -

 
法人税等及び税効果調整前

8,840 96,529

法人税等及び税効果額 △2,425 △28,574

その他有価証券評価差額金 6,415 67,955

その他の包括利益合計 6,415 67,955
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
 

 
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度増加
株式数(株)

当連結会計年度減少
株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 1,660,000 - - 1,660,000

合計 1,660,000 - - 1,660,000

自己株式     

普通株式 4,262 90 - 4,352

合計 4,262 90 - 4,352
 

（変動事由の概要）

単元未満株式の買取による増加90株

 
２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年９月27日
定時株主総会

普通株式 33,114 20 2024年６月30日 2024年９月30日
 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年９月26日
定時株主総会

普通株式 33,112 利益剰余金 20 2025年６月30日 2025年９月29日
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当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
 

 
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度増加
株式数(株)

当連結会計年度減少
株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 1,660,000 - - 1,660,000

合計 1,660,000 - - 1,660,000

自己株式     

普通株式 4,352 55 - 4,407

合計 4,352 55 - 4,407
 

（変動事由の概要）

単元未満株式の買取による増加55株

 
２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年９月26日
定時株主総会

普通株式 33,112 20 2025年６月30日 2025年９月29日
 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年９月29日
定時株主総会

普通株式 33,111 利益剰余金 20 2026年６月30日 2026年９月30日
 

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

現金及び預金勘定 2,938,701千円 2,839,610千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△10,000 △310,000 

現金及び現金同等物 2,928,701 2,529,610 
 

 

(リース取引関係)

(借主側)

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

主として、金属熱処理加工事業における車両、器具備品及び運送事業における車両であります。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法」に記載のとおりであります。

２．オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、資金調達については銀行借入及び

社債発行による方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リス

クに関しては与信管理基準等に沿ってリスク低減を図っております。

投資有価証券は主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております

が、四半期ごとに時価の把握を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、並びに未払金は、１年以内の支払期日であります。

また、借入金及び社債の使途は、運転資金及び設備投資資金であり、これら営業債務、借入金等の金銭債務は、

流動性リスクに晒されておりますが、資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

前連結会計年度(2025年６月30日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

投資有価証券    

その他有価証券（※２） 288,460 288,460 -

 資産計 288,460 288,460 -

長期借入金
(１年内返済予定を含む)

1,800,724 1,785,280 △15,444

 負債計 1,800,724 1,785,280 △15,444
 

（※１）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債

務」並びに「未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省

略しております。

（※２） 市場価格のない株式等は「投資有価証券　その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結

貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分
前連結会計年度
(千円)

 非上場株式 200
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当連結会計年度(2026年６月30日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

投資有価証券    

その他有価証券（※２） 388,114 388,114 -

 資産計 388,114 388,114 -

長期借入金
(１年内返済予定を含む)

1,445,471 1,425,148 △20,323

 負債計 1,445,471 1,425,148 △20,323
 

（※１）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」並びに「未払

金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

（※２） 市場価格のない株式等は「投資有価証券　その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結

貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分
当連結会計年度
(千円)

 非上場株式 200
 

 

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2025年６月30日)
 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金（注) 2,935,768 - - -

受取手形及び売掛金 772,390 - - -

電子記録債権 608,085 - - -

合計 4,316,244 - - -
 

（注）現金及び預金には、現金2,933千円は含めておりません。

 
当連結会計年度(2026年６月30日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金（注) 2,838,296 - - -

受取手形及び売掛金 602,116 - - -

電子記録債権 381,908 - - -

合計 3,822,321 - - -
 

（注）現金及び預金には、現金1,313千円は含めておりません。

 
（注）２．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2025年６月30日)
 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 715,420 601,489 340,367 116,735 26,710 -

合計 715,420 601,489 340,367 116,735 26,710 -
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当連結会計年度(2026年６月30日)
 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 677,485 416,363 189,731 102,706 59,184 -

合計 677,485 416,363 189,731 102,706 59,184 -
 

 
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

 
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度(2025年６月30日)

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券 288,460 - - 288,460

 資産計 288,460 - - 288,460
 

 
当連結会計年度(2026年６月30日)

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券 388,114 - - 388,114

 資産計 388,114 - - 388,114
 

 
(2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度(2025年６月30日)

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金
(１年内返済予定を含む)

- 1,785,280 - 1,785,280

 負債計 - 1,785,280 - 1,785,280
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当連結会計年度(2026年６月30日)

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金
(１年内返済予定を含む)

- 1,425,148 - 1,425,148

 負債計 - 1,425,148 - 1,425,148
 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ

ル１の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

前連結会計年度(2025年６月30日)

 

 種類
連結貸借対照表
計上額(千円)

取得原価(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 288,460 174,513 113,946

(2) 債券 - - -

(3) その他 - - -

小計 288,460 174,513 113,946

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 - - -

(2) 債券 - - -

(3) その他 - - -

小計 - - -

合計 288,460 174,513 113,946
 

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額200千円)については、市場価格のない株式等のため、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

 

当連結会計年度(2026年６月30日)

 

 種類
連結貸借対照表
計上額(千円)

取得原価(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 388,114 177,637 210,476

(2) 債券 - - -

(3) その他 - - -

小計 388,114 177,637 210,476

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 - - -

(2) 債券 - - -

(3) その他 - - -

小計 - - -

合計 388,114 177,637 210,476
 

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額200千円)については、市場価格のない株式等のため、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

該当事項はありません。

 
３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

該当事項はありません
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付企業年金制度、中小企業退職金共済制度及び退職一時金制度を設けております。

当社及び連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び

退職給付費用を計算しております。

 

２．確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 

 
前連結会計年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

退職給付に係る負債の期首残高 385,620千円 488,517千円

簡便法で計算した退職給付費用 160,298 △165,089

退職給付の支払額 △31,887 △66,586

制度への拠出額 △25,514 △35,899

退職給付に係る負債の期末残高 488,517 220,941
 

 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

積立型制度の退職給付債務 940,436千円 660,425千円

年金資産 △451,918 △439,483

連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額

488,517 220,941

   

退職給付に係る負債 488,517 220,941

連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額

488,517 220,941
 

 
(3) 退職給付費用

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

簡便法で計算した退職給付費用 160,298千円 △165,089千円

退職給付費用 160,298 △165,089
 

 
３．確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度1,620千円、当連結会計年度1,390千円であります。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

 
当連結会計年度
(2026年６月30日)

繰延税金資産      

賞与引当金超過額 4,177千円  5,636千円

未払事業税 4,440  3,993 

退職給付に係る負債 154,453  70,077 

投資有価証券評価損 12,040  12,040 

長期未払金 352  215 

減損損失 115,137  102,693 

税務上の繰越欠損金(注)２ 259,780  176,422 

その他 13,065  10,279 

繰延税金資産小計 563,450  381,359 
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額

（注)２
△259,780  △154,665 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △264,979  △164,229 

評価性引当額小計（注)１ △524,760  △318,894 

繰延税金資産合計 38,689  62,465 

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △25,821  △54,395 

繰延税金負債合計 △25,821  △54,395 

繰延税金資産純額 12,868  8,070 
 

(注) １．繰延税金資産から控除された額（評価性引当額）に重要な変動が生じている当該変動の主な内容は、退職給

付に係る負債及び税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額が減少したものであります。

(注) ２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2025年６月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越欠損金(a) 82,430 30,935 - 6,937 - 139,477 259,780

評価性引当額 △82,430 △30,935 - △6,937 - △139,477 △259,780

繰延税金資産 - - - - - - 　 -
 

(a)税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 
当連結会計年度（2026年６月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越欠損金(a) 30,926 - 6,935 - 5,220 133,339 176,422

評価性引当額 △24,401 - △6,935 - △1,716 △121,611 △154,665

繰延税金資産 6,524 - - - 3,504 11,728 　 21,757
 

(a)税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

 
当連結会計年度
(2026年６月30日)

法定実効税率 30.6％  30.6％

(調整)      

交際費等永久に損金に算入されない項目 15.3  0.7 

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△4.6  △0.2 

住民税均等割 70.6  2.3 

評価性引当額の増減 △237.1  △27.5 

繰越欠損金の増減 109.3  △2.2 

連結子会社との実効税率差異 9.0  0.6 

税率変更による影響 89.6  △1.2 

その他 △3.7  △2.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 79.0  0.3 
 

 
(資産除去債務関係)

当社グループは、本社事務所の不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務と

して認識しております。

なお、賃借契約に関連する敷金が資産に計上されているため、当該資産除去債務の負債計上に代えて、当該不動

産賃借契約に係る敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属

する金額を費用に計上する方法によっております。

この見積りにあたり、使用見込期間は、不動産賃借契約開始からの平均退去年数である15年を用いております。

また、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額のうち、当連結会計年度の負担に属する金額は517千円

であり、当連結会計年度末において敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は9,804千円であります。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　

 

報告セグメント

合計
金属熱処理
加工事業

運送事業

売上高    

外部顧客に対する売上高 4,450,421 602,905 5,053,326

　顧客との契約から生じる収益 4,450,421 602,905 5,053,326

　その他の収益 - - -

計 4,450,421 602,905 5,053,326
 

 

 当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　

 

報告セグメント

合計
金属熱処理
加工事業

運送事業

売上高    

外部顧客に対する売上高 4,680,039 614,892 5,294,932

　顧客との契約から生じる収益 4,680,039 614,892 5,294,932

　その他の収益 - - -

計 4,680,039 614,892 5,294,932
 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）４　会計方針に関する事項　(5) 重要な収益及び費用の計

上基準」に記載しております。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

　該当事項はありません。
② 残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用
し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価
格に含まれていない重要な金額はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、取引先の品物に熱処理加工を施す事業及びそれに付随する品物等の運送事業を展開しておりま

す。

したがいまして、事業区分に基づき「金属熱処理加工事業」、「運送事業」の２つを報告セグメントとしておりま

す。

各報告セグメントに属する主な内容は、次のとおりです。

 

報告セグメント 主な内容

金属熱処理加工事業 浸炭熱処理、窒化熱処理、焼入・焼戻し・焼なまし

運送事業 工業製品及び機械の運送及び荷役
 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２金属熱処理

加工事業
運送事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,450,421 602,905 5,053,326 - 5,053,326

セグメント間の内部
売上高又は振替高

- 263,898 263,898 △263,898 -

計 4,450,421 866,803 5,317,224 △263,898 5,053,326

セグメント利益または損失
(△)

△102,034 33,664 △68,369 21,060 △47,309

セグメント資産 8,097,061 526,517 8,623,578 53,404 8,676,982

その他の項目      

減価償却費 371,250 60,312 431,562 - 431,562

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

360,219 66,151 426,371 - 426,371
 

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額21,060千円は、セグメント間取引の消去額であります。

また、セグメント資産の調整額53,404千円は、セグメント間債権債務等消去△27,322千円及び報告セグメン

トに帰属しない余資運用資金(預金)、長期投資資金(投資有価証券、保険積立金)等に係る資産80,727千円で

あります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 
当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２金属熱処理

加工事業
運送事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,680,039 614,892 5,294,932 - 5,294,932

セグメント間の内部
売上高又は振替高

- 262,958 262,958 △262,958 -

計 4,680,039 877,851 5,557,890 △262,958 5,294,932

セグメント利益 320,064 30,363 350,427 21,060 371,487

セグメント資産 7,318,344 601,180 7,919,524 352,546 8,272,071

その他の項目      

減価償却費 342,466 59,428 401,895 - 401,895

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

277,342 128,905 406,248 - 406,248
 

(注) １．セグメント利益の調整額21,060千円は、セグメント間取引の消去額であります。

また、セグメント資産の調整額352,546千円は、セグメント間債権債務等消去△27,674千円及び報告セグメ

ントに帰属しない余資運用資金(預金)、長期投資資金(投資有価証券、保険積立金)等に係る資産380,220千

円であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　2024年７月１日 至　2025年６月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先が存在しないため、記載を省略し

ております。

 

当連結会計年度(自　2025年７月１日 至　2026年６月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先が存在しないため、記載を省略し

ております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年７月１日 至　2025年６月30日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2025年７月１日 至　2026年６月30日)

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年７月１日 至　2025年６月30日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　2025年７月１日 至　2026年６月30日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年７月１日 至　2025年６月30日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　2025年７月１日 至　2026年６月30日)

該当事項はありません。

 
【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

①　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　　　該当事項はありません。

 

②　連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等

　　該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

①　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　　　該当事項はありません。

 

②　連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

１株当たり純資産額 3,172円30銭 3,424円69銭

１株当たり当期純利益 1円75銭 231円29銭
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当連結会計年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 2,891 382,934

普通株主に帰属しない金額(千円) - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 2,891 382,934

普通株式の期中平均株式数(株) 1,655,708 1,655,621
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
(重要な後発事象)

（新たな事業の開始）

当社は、2026年９月18日開催の取締役会において、以下のとおり、新たな事業を開始することについて決議い

たしました。

 
１．新たな事業を開始する目的

当社は、主として熱処理加工事業を展開しておりますが、特定の市場に収益源が偏ることによる事業リスクを

軽減し、外部環境の変化に対する耐性を高めるため、事業領域の拡大および収益源の多様化を検討してまいりま

した。

近年、AI技術が幅広い産業分野において活用され、AIデータセンターに対する需要の拡大が見込まれることか

ら、中長期的な企業価値の向上を図るため、AIデータセンター関連事業へ参入することといたしました。

 
２．新たな事業の概要

当社は、AIデータセンター事業用地および受電設備等を取得し、これらをAIデータセンター事業者に賃貸する

事業を計画しております。

当該事業は2026年7月に新設した子会社において実施し、2026年10月以降の事業開始を予定しております。

 
３．設備投資の概要

当該事業の開始に伴う支出予定額等は、次のとおりであります。

 
（１）支出の内容

 　　AIデータセンター事業用地および受電設備等の取得

（２）支出予定額

 　　2,427,175千円

（３）支出予定時期

 　　2026年10月から2029年２月まで

 
当該支出に必要な資金については、第三者割当による新株式及び第１回新株予約権の発行により調達する資金

を充当する予定であり、当社から当該事業を実施する子会社に貸付けた上で、当該子会社においてAIデータセン

ター事業用地および受電設備等の取得資金として使用する予定であります。

なお、第三者割当による新株式及び第１回新株予約権の発行の詳細については、注記事項（重要な後発事象）

（第三者割当による新株式の発行及び新株予約権の発行）に記載しております。
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４．今後の見通し

当該新規事業は、中長期的に当社グループの業績向上に資するものと考えておりますが、現時点において、翌

連結会計年度以降の連結業績に与える影響を合理的に見積もることは困難であります。

 
（第三者割当による新株式の発行及び新株予約権の発行）

当社は、2026年９月18日開催の取締役会において、第三者割当による新株式（以下「本新株式」という。）の

発行及び第１回新株予約権（以下「本新株予約権」という。）の発行（本新株式の発行と本新株予約権の発行を

総称して以下「本資金調達」という。）を決議しました。

 
１．本資金調達の概要

(1) 本新株式の発行の概要

① 募集の方法 第三者割当

② 割当先 品香事業有限公司

③ 払込期日 2026年10月７日

④ 発行する株式の種類及び数 普通株式　249,000株

⑤ 発行価額及び資本組入額
発行価額　　 1,454円

資本組入額　　 727円

⑥ 発行価額の総額及び資本組入額の総額
発行価額の総額　　362,046千円

資本組入額の総額　181,023千円
 

 
(2) 本新株予約権の発行の概要

① 募集の方法 第三者割当

② 割当先 品香事業有限公司

③ 割当日 2026年10月７日

④ 発行する新株予約権の数 14,110個

⑤ 新株予約権の発行価額 新株予約権１個につき1,828円

⑥ 新株予約権の発行価額の総額 25,793千円

⑦ 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式　1,411,000株

⑧ 新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,454円

⑨ 新株予約権の行使時の払込金額の総額 2,051,594千円　（注）１

⑩ 新株予約権の行使期間 自　2026年10月８日　至　2029年２月28日

⑪ 新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　1,454円

資本組入額　 727円

⑫ 新株予約権の譲渡に関する事項

割当先が本新株予約権を第三者に譲渡する場合に

は、当社取締役会の決議による当社の承認を要す

る旨の制限が付されております。
 

（注）１．本新株予約権の全部が行使された場合の金額であり、本新株予約権の権利行使期間内に

行使が行われない場合又は当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、金額が減少

いたします。

 
２．本資金調達により調達する資金の額、使途及び支出予定時期

(1) 本資金調達により調達する資金の額

① 資金調達の総額 2,439,433千円
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② 発行諸費用の概算額 12,257千円

③ 差引手取概算額 2,427,175千円
 

（注）１．資金調達の総額は、本新株式の発行価額の総額362,046千円、本新株予約権の発行価額の総額25,793千円

及び本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額2,051,594千円を合算した金額です。

２．発行諸費用の概算額は、登記関連費用、調査費用、新株予約権価値評価費用、弁護士費用及び有価証券

届出書作成費用の合計です。なお、発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税は含まれておりませ

ん。

３．本新株予約権について、権利行使期間内に行使がされない場合及び当社が取得した新株予約権を消却し

た場合は、払込金額の総額及び差引手取概算額が減少します。

 
(2) 本資金調達により調達する資金の使途及び支出予定時期

使途 金額 支出予定時期

①　AIデータセンター事業用地

取得資金
1,500百万円 2026年10月

②　AIデータセンターの受電設

備取得資金
927百万円 2026年11月～2029年２月

合計 2,427百万円  
 

（注）１．調達資金は、実際に支出するまで当社の銀行預金口座にて管理します。

２．具体的な使途の内訳又は時期等に重要な変更が生じた場合は、速やかに開示します。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　　該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 715,420 677,485 1.26 -

１年以内に返済予定のリース債務 31,339 46,562 - -

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,085,303 767,985 1.26    2027年～2030年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

65,766 95,080 -    2027年～2032年

合計 1,897,830 1,587,114 - -
 

(注) １．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下

のとおりであります。
 

 
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 416,363 189,731 102,706 59,184

リース債務 39,640 31,351 17,384 5,607
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定によ

り記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高 (千円) 2,654,308 5,294,932

税金等調整前中間(当期)
純利益

(千円) 230,934 383,965

親会社株主に帰属する中
間（当期）純利益

(千円) 230,227 382,934

1株当たり中間（当期）
純利益

(円) 139.06 231.29
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2025年６月30日)
当事業年度

(2026年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,414,464 2,290,607

  受取手形 129,443 5,551

  電子記録債権 532,722 310,754

  売掛金 471,675 416,414

  製品 19,184 12,535

  仕掛品 47,805 32,465

  原材料及び貯蔵品 82,911 85,650

  前払費用 2,760 3,108

  未収入金 ※１  50,212 ※１  57,771

  その他 38,664 12,079

  流動資産合計 3,789,843 3,226,938

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※２  585,544 ※２  704,002

   構築物 8,271 33,330

   機械及び装置 ※２，※３  231,149 ※２，※３  199,672

   車両運搬具 482 384

   工具、器具及び備品 88,000 73,129

   土地 ※２  1,396,292 ※２  1,396,292

   リース資産 42,263 51,678

   建設仮勘定 23,400 -

   有形固定資産合計 2,375,403 2,458,489

  無形固定資産   

   ソフトウエア 42,221 31,813

   電話加入権 3,787 3,787

   無形固定資産合計 46,008 35,600

  投資その他の資産   

   投資有価証券 288,660 388,314

   関係会社株式 240,000 240,000

   関係会社長期貸付金 1,905,000 1,755,000

   差入保証金 11,829 13,822

   保険積立金 727 220

   破産更生債権等 55 -

   その他 2,694 2,694

   貸倒引当金 △55 -

   投資その他の資産合計 2,448,912 2,400,052

  固定資産合計 4,870,323 4,894,142

 資産合計 8,660,167 8,121,081
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2025年６月30日)
当事業年度

(2026年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 137 -

  電子記録債務 191,719 -

  買掛金 ※１  64,588 ※１  87,177

  1年内返済予定の長期借入金 ※２  712,852 ※２  667,489

  リース債務 17,597 19,205

  未払金 ※１  346,495 ※１  279,711

  未払費用 ※１  140,155 ※１  146,513

  未払法人税等 17,097 17,981

  未払消費税等 22,088 27,617

  預り金 38,157 43,767

  賞与引当金 10,492 13,576

  設備関係支払手形 7,133 -

  設備関係電子記録債務 64,446 -

  その他 ※１  17,145 ※１  17,941

  流動負債合計 1,650,108 1,320,982

 固定負債   

  長期借入金 ※２  1,085,303 ※２  731,313

  リース債務 37,875 42,895

  退職給付引当金 448,540 197,344

  長期未払金 1,134 25,984

  繰延税金負債 - 6,797

  固定負債合計 1,572,854 1,004,334

 負債合計 3,222,962 2,325,316

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 878,363 878,363

  資本剰余金   

   資本準備金 713,431 713,431

   資本剰余金合計 713,431 713,431

  利益剰余金   

   利益準備金 48,306 48,306

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,500,000 1,500,000

    繰越利益剰余金 2,215,589 2,506,288

   利益剰余金合計 3,763,896 4,054,594

  自己株式 △6,611 △6,706

  株主資本合計 5,349,079 5,639,683

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 88,125 156,081

  評価・換算差額等合計 88,125 156,081

 純資産合計 5,437,204 5,795,764

負債純資産合計 8,660,167 8,121,081
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

当事業年度
(自　2025年７月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 3,817,519 3,939,581

売上原価 ※１  3,000,236 ※１  2,747,077

売上総利益 817,283 1,192,504

販売費及び一般管理費 ※１，※２  911,447 ※１，※２  917,303

営業利益又は営業損失（△） △94,164 275,200

営業外収益   

 受取利息及び配当金 ※１  27,060 ※１  31,860

 業務受託料 ※１  7,500 ※１  7,500

 経営指導料 ※１  9,960 ※１  9,960

 受取賃貸料 11,577 10,892

 スクラップ収入 8,864 4,033

 その他 10,247 5,409

 営業外収益合計 75,210 69,655

営業外費用   

 支払利息 17,453 14,504

 支払手数料 5,567 6,206

 減価償却費 9,321 98

 支払補償費 - 6,914

 その他 - 21

 営業外費用合計 32,342 27,746

経常利益又は経常損失（△） △51,296 317,109

特別利益   

 固定資産売却益 ※３  73,478 -

 特別利益合計 73,478 -

特別損失   

 固定資産売却損 ※４  36,539 -

 固定資産除却損 ※５  481 ※５  6,652

 特別損失合計 37,020 6,652

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △14,838 310,457

法人税、住民税及び事業税 8,971 8,422

法人税等調整額 △12,794 △21,777

法人税等合計 △3,823 △13,354

当期純利益又は当期純損失（△） △11,015 323,811
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 878,363 713,431 48,306 1,500,000 2,259,719 3,808,026 △6,433 5,393,387

当期変動額         

剰余金の配当 - - - - △33,114 △33,114 - △33,114

当期純利益又は当期純

損失（△）
- - - - △11,015 △11,015 - △11,015

自己株式の取得 - - - - - - △178 △178

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- - - - - - - -

当期変動額合計 - - - - △44,130 △44,130 △178 △44,308

当期末残高 878,363 713,431 48,306 1,500,000 2,215,589 3,763,896 △6,611 5,349,079
 

 

 

評価・換算

差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

当期首残高 81,709 5,475,097

当期変動額   

剰余金の配当 - △33,114

当期純利益又は当期純

損失（△）
- △11,015

自己株式の取得 - △178

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
6,415 6,415

当期変動額合計 6,415 △37,892

当期末残高 88,125 5,437,204
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当事業年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 878,363 713,431 48,306 1,500,000 2,215,589 3,763,896 △6,611 5,349,079

当期変動額         

剰余金の配当 - - - - △33,112 △33,112 - △33,112

当期純利益又は当期純

損失（△）
- - - - 323,811 323,811 - 323,811

自己株式の取得 - - - - - - △94 △94

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- - - - - - - -

当期変動額合計 - - - - 290,698 290,698 △94 290,603

当期末残高 878,363 713,431 48,306 1,500,000 2,506,288 4,054,594 △6,706 5,639,683
 

 

 

評価・換算

差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

当期首残高 88,125 5,437,204

当期変動額   

剰余金の配当 - △33,112

当期純利益又は当期純

損失（△）
- 323,811

自己株式の取得 - △94

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
67,955 67,955

当期変動額合計 67,955 358,559

当期末残高 156,081 5,795,764
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品・仕掛品

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しておりま

す。

原材料

先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しており

ます。

貯蔵品

最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しております。

 
３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法(ただし、1998年４月１日以降取得の建物(附属設備を除く)、2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び

構築物については定額法)を採用しております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア(自社利用)については、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法によっており

ます。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 
４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

在籍者の期末自己都合要支給額(年金制度に移行している部分に対応する要支給額を含む)に割引率及び昇給率の

各係数を乗じた額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 
５．重要な収益及び費用の計上基準

　当社は、金属熱処理加工事業を営んでおります。 金属熱処理加工事業においては、顧客から受託した製品に熱処

理加工を施し、加工済み製品を引き渡すことを主な履行義務としております。当該履行義務については、顧客との

契約に基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識しております。 なお、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が

通常の期間であるため、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項における代替的な取扱いを適用し、出荷

時に収益を認識しております。
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(重要な会計上の見積り)

 
１．有形固定資産の減損

　(1)当事業年度の財務諸表に計上した額

（千円）

 前事業年度 当事業年度

有形固定資産 2,375,403 2,458,489

減損損失 - -
 

　　

　(2)会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）1．金属熱処理加工事業における有形固定資産の減損」に記

載した内容と同一であります。

 
２．㈱オーネックステックセンターへの投融資の評価

　(1)当事業年度の財務諸表に計上した額

（千円）

 前事業年度 当事業年度

関係会社株式 240,000 240,000

　うち、㈱オーネックステックセンター 190,000 190,000

関係会社長期貸付金 1,905,000 1,755,000

　うち、㈱オーネックステックセンター 1,905,000 1,755,000
 

　　　

　(2)会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　㈱オーネックステックセンターへの投融資の評価においては、同社の将来の事業計画を基礎として株式の回復可

能性及び貸付金の回収可能性を判断しております。なお、事業計画における主要な仮定は、主要な顧客ごとの売上

予測及び光熱費（ガス単価及び電力単価）の予測であります。

　当該事業計画は、将来の不確実な経済条件の変動などにより影響を受け、実際の業績が計画と異なった場合、翌

事業年度の財務諸表において、㈱オーネックステックセンターへの投融資の金額に重要な影響を与える可能性があ

ります。

 
３．繰延税金資産の回収可能性

　(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

(千円)

 前事業年度 当事業年度

繰延税金資産 - -

繰延税金資産(相殺前) 25,821 47,598
 

 
　(2)会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　連結財務諸表「注記事項(重要な会計上の見積り)２.繰延税金資産の回収可能性」に記載

した内容と同一であります。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 

 
前事業年度

(2025年６月30日)
当事業年度

(2026年６月30日)

短期金銭債権 6,449千円 10,169千円

短期金銭債務 41,930 39,733 
 

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2025年６月30日)
当事業年度

(2026年６月30日)

建物 389,060千円 515,456千円

機械及び装置 45,524 53,854 

土地 1,373,253 1,373,253 

計 1,807,838 1,942,564 
 

      （注）上記のほか、子会社の有形固定資産（前事業年度542,949千円、当事業年度437,000千円）を担保に

　　　　供しております。

 
担保付債務は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2025年６月30日)
当事業年度

(2026年６月30日)

１年内返済予定の長期借入金 629,233 596,210千円

長期借入金 946,834 664,123 

計 1,576,068 1,260,334 
 

 

※３　国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2025年６月30日)
当事業年度

(2026年６月30日)

機械及び装置 1,269千円 1,269千円
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(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 

 
前事業年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当事業年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

営業取引による取引高     

仕入高 83,908千円 49,737千円

支払運送料他 189,421 184,306 

営業取引以外の取引高 63,026 52,826 
 

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度16％、当事業年度15％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度84％、当事業年度85％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当事業年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

運賃荷造費 135,158千円 132,920千円

役員報酬 89,316 82,694 

給与手当 209,795 240,260 

賞与手当 31,577 56,643 

賞与引当金繰入額 2,995 4,598 

退職給付費用 43,580 △53,494 

減価償却費 10,546 8,754 

リース資産償却費 3,953 6,179 

ソフトウェア償却費 4,016 2,296 
 

 

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当事業年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

建物及び構築物 189,545千円 -千円
機械装置及び運搬具 0 - 
土地 △78,116 - 
撤去費用 △37,950 - 
　　　　　　 計 73,478 - 

 

　　（注）同一物件の売却により発生した建物売却益と土地売却損、撤去費用は相殺して、損益計算書上では

　　 固定資産売却益として表示しております。
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※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

 

 
前事業年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当事業年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

建物及び構築物 △11,310千円 -千円

機械装置及び運搬具 0 - 

土地 17,570 - 

撤去費用 30,280 - 

計 36,539 - 
 

     （注）同一物件の売却により発生した建物売却益と土地売却損、撤去費用は相殺して、損益計算書上では

　　 固定資産売却損として表示しております。

 
※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2024年７月１日
至　2025年６月30日)

当事業年度
(自　2025年７月１日
至　2026年６月30日)

建物附属設備 -千円 5,597千円

機械及び装置 481 1,055 

工具、器具及び備品 0 0 

計 481 6,652 
 

 

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度(2025年６月30日)

　市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

 
当事業年度
(千円)

子会社株式 240,000

関連会社株式 -
 

 

 
当事業年度(2026年６月30日)

　市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

 
当事業年度
(千円)

子会社株式 240,000

関連会社株式 -
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2025年６月30日)
 

当事業年度
(2026年６月30日)

繰延税金資産      
賞与引当金超過額 3,208千円  4,272千円

退職給付引当金超過額 140,960  62,104 

投資有価証券評価損 12,040  12,040 

減損損失 115,137  102,693 

税務上の繰越欠損金 130,368  129,727 

その他 15,680  13,593 

繰延税金資産小計 417,396  324,431 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △130,368  △114,494 
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引
当額

△261,207  △162,338 

評価性引当額小計 △391,575  △276,833 

繰延税金資産合計 25,821  47,598 

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △25,821  △54,395 

繰延税金負債合計 △25,821  △54,395 

繰延税金資産（負債）純額 -  △6,797 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
 

前事業年度
(2025年６月30日)

 
当事業年度

(2026年６月30日)

法定実効税率 -％  30.6％

(調整)      

交際費等永久に損金に算入されない項目 -  0.2 

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

-  △0.3 

住民税均等割 -  2.4 

評価性引当額の増減 -  △34.1 

税率変更による影響 -  △1.4 

その他 -  △1.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 -  △4.3 
 

　（注）前事業年度は、税引前当期純損失であるため注記を省略しております。

 
 (収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」

に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

（第三者割当による新株式の発行及び新株予約権の発行）

 連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）（第三者割当による新株式の発行及び新株予約権の発行）」に同

一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：千円)

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 585,544 163,930 5,147 40,325 704,002 1,646,603

 構築物 8,271 26,800 - 1,741 33,330 210,359

 機械及び装置 231,149 28,620  - 60,096 199,672 4,960,115

 車両運搬具 482 - - 98 384 10,179

 工具、器具及び備品 88,000  43,863 -  58,733 73,129 961,371

 土地 1,396,292 - - - 1,396,292 -

 リース資産 42,263 24,578 - 15,163 51,678 64,495

 建設仮勘定 23,400  7,800  31,200 -  - -

 計 2,375,403  295,592  36,347  176,158  2,458,489 7,853,124

無形固定資産 ソフトウエア 42,221 - - 10,408 31,813 -

 電話加入権 3,787 - - - 3,787 -

 計 46,008 - - 10,408 35,600 -
 

(注) 1 当期増加額のうち、主なものは次のとおりです。

　　建物　　　　　東松山工場　受変電設備　　　　140,000千円

　　機械及び装置　東松山工場　シャフト焼入装置　 27,150千円

 

【引当金明細表】

(単位：千円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 55 - 55 -

賞与引当金 10,492  13,576  10,492 13,576

退職給付引当金 448,540 - 251,196 197,344
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

剰余金の配当の基準日
12月31日
６月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

取次所 ――――――

買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告により行なう。ただし電子公告によることができない事
故その他やむをえない事由が生じたときは、日本経済新聞に記載して行なう。
公告掲載URL
https://www.onex.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注) １．当社は、次の旨を定款に定めております。

当社の株主は、その有する単元未満株式について以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

(1) 会社法第189条第２項に掲げる権利

(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

(3) 募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利

２．特別口座に記録されている単元未満株式の買取りについては、三井住友信託銀行の全国本支店にて取り扱い

ます。

 

EDINET提出書類

株式会社オーネックス(E01446)

有価証券報告書

87/98



第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第74期)(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)2025年９月29日関東財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及び添付書類

2025年９月29日関東財務局長に提出

 

(3) 半期報告書及び確認書

第75期中(自　2025年７月１日　至　2025年12月31日)2026年２月13日関東財務局長に提出

 

(4) 臨時報告書

2025年８月29日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)に基づく臨時報告書であります。

 
2025年10月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨時

報告書であります。

 
2026年３月12日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨時

報告書であります。

 
2026年９月24日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)に基づく臨時報告書であります。

 
(5) 有価証券届出書（第三者割当による新株式及び新株予約権の発行）及びその添付書類

2026年９月18日関東財務局長に提出

 
(6) 有価証券届出書の訂正届出書

2026年９月24日関東財務局長に提出

2025年９月18日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2026年９月29日

株式会社オーネックス

取締役会　御中

 
三優監査法人

 

東京事務所

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩田　亘人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 河合　秀敏  

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社オーネックスの2025年７月１日から2026年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社オーネックス及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に

おける職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会

社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

強調事項

１. 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は2026年9月18日開催の取締役会において、AIデータ

センターに関連する新たな事業を開始することについて決議している。  

２. 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は2026年9月18日開催の取締役会において、第三者割

当による新株式の発行及び新株予約権の発行を行うことについて決議している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
 監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に

重要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査

意見の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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金属熱処理加工事業における売上高の実在性及び期間帰属の適切性の検討 

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社グループは金属熱処理加工事業及び運送事業を営
んでおり、株式会社オーネックスと連結子会社である株
式会社オーネックステックセンターが金属熱処理加工事
業を営んでいる。

当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている売上
高は5,294,932千円であって、【注記事項】（セグメント
情報等）【セグメント情報】３ 報告セグメントごとの売
上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情
報に記載のとおり、金属熱処理加工事業の売上高は
4,680,039千円であり、連結売上高の80％超と大半を構成
しており金額的に重要な割合を占めている。

【注記事項】（連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項）４．会計方針に関する事項(5)重要な収益及び
費用の計上基準に記載の通り、金属熱処理加工事業は顧客
との契約に基づき、原則として加工品の出荷時点で収益を
認識している。

会社グループは、持続的な成長と企業価値の向上のた
め、収益力を高めるとともに、生産性の向上を図ってい
る。特に売上高を重要な経営指標と位置づけ、売上高の拡
大に向けて営業部門の強化などの施策に注力するとしてい
ることから、売上高は、経営者及び連結財務諸表利用者に
とって極めて重要な指標である。

金属熱処理加工事業の売上高は、会社グループの主要な
収益源であり、業績に与える影響も大きいことから、実在
性及び期間帰属の適切性に疑義のある売上が計上されるリ
スクが潜在的に存在している。したがって、当該売上高に
ついては、監査においてより慎重な検討が求められる。

以上より、当監査法人は、金属熱処理加工事業における
売上高の実在性及び期間帰属の適切性の検討が監査上の主
要な検討事項に該当すると判断した。

当監査法人は、金属熱処理加工事業における売上高の
実在性及び期間帰属の適切性を検討するにあたり、主に
以下の監査手続を実施した。

（1）内部統制の評価 

売上プロセスに係る内部統制の整備状況及び運用状況の
有効性を評価した。

（2）実証手続

・ 売上計上額について、基幹システムの売上データと
の整合性を検証した。
・ 特定の条件で抽出した売上取引について売上計上の
根拠証憑との突合を実施した。
・ 期末日後における売上値引等の処理について、発生
の有無及び内容を検証した。
・ 特定の条件で抽出した得意先の売掛金残高について
確認手続を実施した。

 

 
その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任
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監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・ 　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査

閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社オーネックスの2026

年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社オーネックスが2026年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務

諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。

 
強調事項 

　内部統制報告書の付記事項に記載されているとおり、会社は2026年9月18日開催の取締役会において、AIデータセン

ターに関連する新たな事業を開始することについて決議している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択

及び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため

に、内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責

任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。
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当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (３)【監査の

状況】に記載されている。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上 
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2026年９月29日

株式会社オーネックス

取締役会　御中

 
三優監査法人

 

東京事務所

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩田　亘人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 河合　秀敏  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社オーネックスの2025年７月１日から2026年６月30日までの第75期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社オーネックスの2026年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 
強調事項

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は2026年9月18日開催の取締役会において、第三者割当に

よる新株式の発行及び新株予約権の発行を行うことについて決議している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
金属熱処理加工事業における売上高の実在性及び期間帰属の適切性の検討

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（金属熱処理加工事業における売上高の実
在性及び期間帰属の適切性の検討）と同一内容であるため、記載を省略している。
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株式会社オーネックステックセンターへの投融資の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、当事業年度末において、関係会社株式
240,000千円、関係会社長期貸付金1,755,000千円を貸借
対照表に計上しており、このうち、子会社である株式会
社オーネックステックセンターに対する残高は、関係会
社株式190,000千円、関係会社長期貸付金1,755,000千円
であって金額的重要性が高い。
会社は、財務諸表の注記事項（重要な会計上の見積
り） ２．㈱オーネックステックセンターへの投融資の
評価に記載しているとおり、当該子会社の将来の事業計
画を基礎として、株式の回復可能性及び貸付金の回収可
能性を判断している。
回復可能性及び回収可能性の評価に使用する将来の事
業計画は、その策定に経営者の一定の仮定や判断が必要
であり、主要な顧客ごとの売上予測及び光熱費（ガス単
価及び電力単価）を重要な仮定としていることから不確
実性が高い。
当監査法人は、当該子会社への投融資は金額的重要性
があり、回復可能性及び回収可能性の評価には経営者の
主観的な判断や不確実性が存在することから、当該子会
社への投融資の評価が、当事業年度の財務諸表監査にお
いて特に重要であり、監査上の主要な検討事項に該当す
ると判断した。

　　当監査法人は、株式会社オーネックステックセンター
への投融資の評価の検討にあたり、主として以下の監査
手続を実施した。
・ 経営者による株式及び貸付金の評価結果の妥当性を
検討するため、同社の決算書に基づいて実質価額を再
計算し、関係会社株式および関係会社長期貸付金の帳
簿残高と比較検討した。
・ 当該子会社の財務情報の信頼性を評価するために、
財務諸表の分析を行うとともに、売上高や売上原価等
の主要勘定科目について、特定の条件で抽出した取引
に対して計上根拠帳票との突合を実施した。
・ 経営者が策定した事業計画の妥当性を評価するため
に、過年度の事業計画と実績とを比較検討した。
・ 直近に策定された事業計画について、当年度の実績
との比較検討を行い、計画策定方法につき経営者等に
質問するとともに、過年度の事業計画との整合性、事
業方針や外部環境の変化の有無を確認した。
・ 直近に策定された事業計画について、重要な仮定で
ある主要な顧客ごとの売上予測及び光熱費（ガス単価
及び電力単価）の見積方法について、経営者等への質
問、協議及び関連資料の閲覧などを行い合理的である
か検討した。
・ 主要な顧客ごとの売上予測について、当期の売上実
績との比較及び質問を行い、経営者が作成する売上予
測の精度を検討するとともに、根拠資料を入手して売
上予測が合理的であるか検討した。
・ 光熱費について、ガス単価及び電力単価の過去実績
の推移と比較及び質問を行い、経営者が作成する光熱
費の想定単価の精度を検討するとともに、根拠資料を
入手して、想定単価が合理的であるか検討した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること
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にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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